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平成 29年 6月 9日

国税庁長官

（官印省略）

「徴収事務提要の制定について」の一部改正について（事務運営指針）

標題のことについては、平成 25年 4月 1日付徴徴 2-13ほか 16課共同「徴収事

務提要の制定について」（事務運営指針）の一部を下記のとおり改正したから、これ

により、適切に処理されたい。

（趣旨）

滞納整理事務の集中化に関する事務処理手続を定めるほか、所要の改正を行うも

のである。

記

別紙「新旧対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のとおり改める。

なお、これに伴い、昭和 62年 11月 27日付徴徴2-19「『自動車登録ファイルに

登録された自動車の差押登録等の嘱託手続等について』通達の全文改正について」

（事務運営指針）は平成 29年 6月 9日をもって廃止する。



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

別冊 1 「徴収事務提要（事務手続編）」 別冊 1 「徴収事務提要（事務手続編）」

凡 例 凡 例

（省略） （同左）

1 法令等に関するもの 1 法令等に関するもの

略称・略語 土思、 義 略称・略語 土忌、 義

し （省略） （省略） し （同左） （同左）

自動車抵当法 自動車抵当法（昭和 26年法律第 187号） （新設） （新設）

（省略） （省略） （同左） （同左）

は （省略） （省略） は （同左） （同左）

番号法 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 （新設） （新設）

用等に関する法律（平成 25年法律第 27号）

2 通達等 2 通達等

略称・略語 意 義 略称・略語 意 義

- （省略） （省略） - （同左） （同左）ヽ ‘ 

個人情報堡堕［ （省略） 個人情報萱且［ （同左）

訓令 訓令

（省略） （省略） （同左） （同左）

し （省略） （省略） し （同左） （同左）

情報交換等通 平成 15年4月 7日付官際 1-20ほか5課共同「租税条約等 （新設） （新設）

塁 に基づく相手国等との情報交換及び送達共助手続につい

て」（事務運営指針）

（省略） （省略） （同左） （同左）

た （省略） （省略） た （同左） （同左）

滞納整理事務 平成 29年 6月 2日付徴徴2-15ほか2課共同「滞納整理事 （新設） （新設）

の集中化通達 務の集中化に係る事務処理要領について」（事務運営指針）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

と （省略） （省略） と （同左） （同左）

特定個人情報 平成 27年 9月 11日付官公 113「特定個人情報等の適切な （新設） （新設）

取扱指針 取扱いのための措置について」（事務運営指針）

3 組織、機構等に関するもの 3 組織、機構等に関するもの

略称・略語 土忌、 義 略称・略語 土忌、 義

ぅー

（省略） （省略） ゞ （同左） （同左）‘ ‘ 

国際税務専門 国税局徴収部国際税務専門官 （新設） （新設）

r 目

（省略） （省略） （同左） （同左）

し 実施署 中心署及び対象署 し （新設） （新設）

（省略） （省略） （同左） （同左）

_t~ 二． 対象署 中心署に滞納整理事務を集中化する署 た （新設） （新設）

対象署職員 対象署の管理運営部門及び管理運営・徴収部門の職員（統 （新設） （新設）

括国税徴収官を置かない署にあっては、総務課職員）

対象署署長等 対象署の署長及び対象署統括官 （新設） （新設）

対象署統括官 対象署の管理運営部門及び管理運営・徴収部門の統括国税 （新設） （新設）

徴収官（統括国税徴収官を僅かない署にあっては、総務課

麟

（省略） （省略） （同左） （同左）

ち 中心署 対象署の滞納整理事務を集中化する署 ち （新設） （新設）

中心署職員 中心署の管理運営担当事務を担当する職員及び中心署担 （新設） （新設）

当職員

中心署担当職 中心署に配置されている徴収職員で、対象署の滞納整理事 （新設） （新設）

員 務に従事する職員

中心署統括官 中心署の徴収（第一）部門統括国税徴収官（徴収部門が設 （新設） （新設）

置されていない署にあっては、管理運営・徴収部門統括国
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

税徴収官）

（省略） （省略） （同左） （同左）

ひ 評公官 国税局徴収部評価公売専門官 ひ 評公官 評価公売専門官

4 電子計算処理等に関するもの 4 電子計算処理等に関するもの

略称・略語 意 義 略称・略語 意 義

し‘ （省略） （省略） し‘ （同左） （同左）

e-Tax 国税電子申告・納税システム （新設） （新設）

（省略） （省略） （同左） （同左）

き （省略） （省略） き （同左） （同左）

共通番号管理 共通番号と局署整理番号等を関連付け管理するシステム （新設） （新設）

システム

（省略） （省略） （同左） （同左）

ゞ （省略） （省略） -（同左） （同左）‘ ‘ 

国税庁法人番 法人番号の指定を受けた者の商号又は名称、本店又は主た （新設） （新設）

号公表サイト る事業所の所在地、法人番号を公表しているサイト

（省略） （省略） （同左） （同左）

5 その他 5 その他

略称・略語 意 義 略称・略語 意 義

＜ クレジットカ 国税庁長官が指定した納付受託者が用意するインターネ ＜ （新設） （新設）

ード納付 ット上の専用web画面から、クレジットカードを使用し

てする国税の納付

（省略） （省略） （同左） （同左）

‘ （省略） （省略） ヽ （同左） （同左）‘ ヽ
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

国税クレジッ 国税庁長官が指定した民間の納付受託者が運営を行って （新設） （新設）

トカードお支 いる外部の専用webサイト

払サイト

個人番号 番号法第 2条第 5項に規定する個人番号 （新設） （新設）

（省略） （省略） （同左） （同左）

た （省略） （省略） た （同左） （同左）

滞納幣理事務 小規模署の徴収事務について、一部の徴収単独部門非設置 （新設） （新設）

の集中化 署の滞納整理事務を、近隣の徴収単独部門が設置されてい

る税務署等に集中化すること

（省略） （省略） （同左） （同左）

と （省略） （省略） と （同左） （同左）

特定個人情報 個人番号をその内容に含む個人情報 （新設） （新設）

特定個人情報 特定個人情報及び個人番号 （新設） （新設）

笠

（省略） （省略） （同左） （同左）

な 内部事務の集 小規模署の管理運営事務（窓口事務を除く Q) 及び課税内 な （新設） （新設）

中化 部事務の一部を、近隣の税務署に集中化すること

ほ （省略） （省略） ほ （同左） （同左）

法人番号 番号法第 2条第 15項に規定する法人番号 （新設） （新設）

6 （省略） 6 （同左）

第 1編総則 第 1編 総 則

第3章徴収事務運営体制 第3章徴収事務運営体制

第3節署における広域運営 第3節署における広域運営

第且その他の広域運営等 第旦その他の広域運営等
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

1 • 2 （省略） 1 • 2 （省略）

第4節滞納整理事務の集中化 （新設）

滞納整理事務の集中化の実施に当たっては、この節のほか、滞納整理事務の集中化通

達に定めるところにより、適切に実施する。

なお、具体的な実施署等については、局署の実情に応じて各局の定めるところによる。

第 12 滞納整理事務の集中化

1 滞納整理事務の集中化の目的

滞納整理事務の集中化により、徴収単独部門非設置署（以下、本節において「小

規模署」という。）を含めた徴収事務全体として、効果的かつ効率的な事務運営を実

施するものである。

2 共通的事項

(1) 実施署間の連携等

実施署の署長は、滞納整理事務の集中化が円滑かつ効果的に実施されるよう、

密接に連携・協調しながら、滞納整理の方針の協議や進捗状況等の情報共有など

を適切に行う。

なお、局徴収課は、実施署間における必要な調整及び指導等を行う。

(2) 簿書等の取扱い

簿書等の取扱いは、以下のとおりとする。

イ 基本的な取扱い

滞納整理事務の集中化に当たっては、中心署において徴収システムを活用す

ることにより、基本的には、滞納整理等が可能であることを踏まえつつ、対象署

の滞納処分票等の簿書の中心署への移管の要否については、実施署の実情等に応

じて、各局において決定する。

なお、いずれの場合であっても、中心署においては、徴収システムを活用す
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

ることにより滞納整理事務を行うとともに、メールや共有フォルダ等を活用して

対象署と必要な情報を共有する。

また、中心署において対象署の滞納事案に関する照会文書を送付する場合は、

回答書の返送先を対象署ではなく 「中心署 (00署担当）」とするなどして、文

書の移送をできる限り要しないよう工夫する。この際、対象署の簿書を中心署に

移管しない実施署は、中心署に返送された照会文書の回答書を、適宜の時期に、

確実に対象署へ移送する。

（注） 実施署間の文壽の移送に当たっては、必ず追跡可能であることが担保さ

れた方法により行う。

ロ 対象署の簿著を中心署に移管する場合の取扱い

中心署に移管した簿書は、中心署において保管・管理することから、当該簿

書に係る管理簿等は中心署において配備の上、中心署の簿書とみなした上で、遥

切に管理する。この際には、当該簿書を中心署と同様の簿書（保有個人情報及び

個人番号を含む。）の保管・管理体制により取り扱う。また、中心署において作

成等した対象署に係る滞納整理関係の書類については、中心署の文言と適切に区

別した上で、中心署において一元的に管理するg

中心署の窓口に提出された対象署の滞納整理関係の文書は、当該対象署の収受

日付印を押なっし、また、対象署の窓口に提出された滞納整理関係の文書は、対

象署において収受日付印を押なっした上で、対象署から中心署に移送して、中心

署において一元的に管理する。

（注） 1 中心署に移管された簿書及び中心署で新たに作成等した対象署に係る

簿書については、中心署において対象署の簿書として、一元的な文書管

理システムヘ登録するg

2 内部事務の集中化の対象署に送付された郵便物は、原則として対象署

では開封せずに中心署に移送され、中心署において開封し、当該対象署

の収受日付印を押なつするg

3 個人番号の記載のある文書を中心署に移送する場合は、適宜の方法に

より提出者の住所、氏名等を特定するための記録を残す。この場合にお
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

いて、当該文壽の写し等を残すときは、必ず個人番号をマスキングする

ことに留意するg

ハ 対象署の簿書を中心署に移管しない場合の取扱い

中心署において作成等した対象署の滞納整理関係の書類については、対象署

において一元的に管理する。ただし、滞納整理に必要な場合には、一定期間、中

心署において必要な簿書を保管することとして差し支えないが、適宜の時期に、

確実に対象署へ移管する。

（注） 中心署に提出された対象署の滞納事案に関する文壽は、当該対象署の収

受日付印を押なっする2

(3) 決裁ルート等

中心署担当職員が対象署の滞納事案に対して、滞納整理を行った場合における

滞納幣理事績については、中心署担当職員が徴収システムにより起案し、中心署

統括官が審理担当者として決裁した上で、対象署統括官（署長決裁の場合には、

対象署の署長）が最終決裁を行う。

また、対象署統括官が休暇等により不在の場合には、中心署統括官が代理決裁

を行う（対象署統括官は後閲）。

3 事務処理手順等

(1) 中心署

イ 事務計画の策定

中心署統括官は、局徴収課の指導の下、対象署の滞納整理状況等を分析した上

で、中心署の署長及び対象署署長等と協議し、実施署の徴収事務に関する事務計

画を策定する。

また、中心署統括官は中心署担当職員へ事務計画を説明し、方針等を共有する。

なお、事務計画の実施に当たっては、弾力的な事務運営に配慮するとともに、

特定の職員に過重な負担とならないよう配意する，

ロ 進行管理等

中心署統括官は、実施署の徴収事務運営に当たり、租税滞納状況等の進行管
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

理及び個別事案の進行管理を適切に実施し、事務量の最適な配分に努めるいまた、

滞納整理事務の集中化のメリットを十分に生かすよう、以下のことに留意する。

① 徴収システムの機能を最大限に活用することにより、中心署に居ながらに

して処理が可能な事務と、対象署管内へ臨場して処理すべき事務を精査し、

移動時間の効率化等を図る。

② 対象署管内へ臨場する際には、複数の中心署担当職員が集中的に滞納整理

を実施するなどして、特定の中心署担当職員への過重な負担がかからないよ

う配意する。

③ 対象署内において管内の滞納者等との納付相談を行う日（以下「納付相談

H」という。）を、できる限り特定の日に集約化することにより、中心署担当

職員の移動時間の効率化等を図る。

ハ対象署との連携

中心署統括官又は中心署統括官が指定する職員は、対象署ど情報を共有する

ため、少なくとも月 1回、対象署署長等に対して、対象署の滞納整理状況等の進

捗状況について説明を行う。これに当たり、対象署署長等は、適宜メールを活用

させるなど、事務の効率化に配慮する，

また、対象署の滞納者にとって、特に重要と認められる財産の差押えを行う

場合などには、原則として、対象署において重要事案審議会を開催するなど、組

織として対応等を検討する。

なお、中心署統括官は、対象署の滞納者等から苦情等が寄せられるおそれが

ある場合などについては、対象署統括官と早期に情報を共有し、必要な対応を協

議する。

二 滞納処分粟等の取扱い

中心署担当職員が対象署から滞納処分票等を持ち出す場合には、第5編第 3

章第 112の4《行政文書の庁舎外への持ち出し等》に定めるところにより、適切

に対応する。

なお、対象署から持ち出した滞納処分票等を中心署に持ち帰った場合には、対

象署統括官からメール等により持ち出しの記録を入手するなどの方法により、中
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

心署統括官が持ち帰りの確認を行う g

ホ 滞納者等への対応

中心署担当職員は、対象署に併任発令を受けて滞納整理事務を実施することか

ら、対象署の滞納者等に対しては、対象署の徴収職員として、滞納整理事務を実

施する。

また、対象署の滞納者等に来署を依頼する場合は、原則として対象署への来署

を依頼することとし、中心署への来署は求めない。 ただし、滞納者等が自己の

都合により中心署への来署を希望した場合には、この限りではない，

(2) 対象署

イ 事務計画の策定

対象署統括官は、徴収事務に閤する事務計画について、中心署統括官と協議

の上で策定した中心署における対象署の事務計画を踏まえつつ、局徴収課の指

導の下、来署者への対応や催告センターとの連絡等に係る必要な徴収事務量及

び研修日数等を見積もり、管理運営部門の事務計画に織り込む。

また、対象署統括官は対象署職員へ事務計画を説明し共有する，

なお、事務計画の実施に当たっては、弾力的な事務運営に配慮するとともに、

特定の対象署職員に過重な負担とならないよう配意する。

ロ 中心署との連携

対象署統括官は、中心署統括官と滞納整理状況等の進捗状況を共有するなど、

対象署の徴収事務に閲して、中心署と緊密に連携する。

また、中心署が実施する対象署の滞納者に係る滞納整理についても、対象署統

括官が最終決裁者（署長決裁対象を除く。）となることを餡まえ、自署の事案で

あることを十分認識した上で、事案内容の確認及び決裁を行う，

なお、中心署で実施した滞納整理について、滞納者等から苦情等が寄せられた

場合には、原則として対象署統括官が対応するg

ハ納付相談等への対応

対象署職員は、滞納者等から電話により納付相談の申出があった場合には、

滞納者等の希望を踏まえつつ、できる限り中心署担当職員が設定する納付相談日
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

の来署を案内するg

なお、相談内容が比較的簡易なものについては、対象署職員が対応する。

また、中心署担当職員が不在の際の来署者（中心署担当職員が既に接触して

いる事案を含む。）については、原則として対象署職員が対応することとするが、

相談内容が複雑な事案等については、対象署職員は、中心署統括官又は中心署担

当職員に連絡し、中心署担当職員が滞納者等と直接電話等により対応することを

依頼する。

二 早急に処理すべき文蓄を収受した場合

対象署において、次に掲げる文壽を収受した場合は、対象署統括官は、速や

かに中心署統括官に連絡する（壽類の原本の保存は、本項の 2(2)参照。）。

① 相手方に送達されず返戻された差押調書（謄本）などの滞納整理関係書類

② 競売閲始等に係る債権届出の催告書、破産手続開始決定通知書等

③ その他早急に処理すべきと認められる文書

4 確定申告期の対応

対象署における確定申告期の管理運営事務の支援については、局徴収課と局管理

運営課が協議し、対象署の状況に応じて、中心署職員を派遣して支援を実施するほ

か、局職員の派遣や局職員を代行機関とした還付金の局集中処理の活用等による支

援を行う。

5 会計検査院への対応

会計検査院への証拠書類の提出については、簿書を保管する実施署が行う。

なお、対象署に係る会計検査院の実地検査がある場合は、局徴収課、中心署及び

その対象署が緊密に連携して対応する。

また、上記以外の対応については、第 5編第 2章第 111《会計検査院への対応》に

定めるところによる。

6 自主監査
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別紙

新旧対照表

改正後

対象署の定期的な事務実施状況等の監査（以下「自主監査」という）については、

原則として、対象署の簿書を保管する実施署において行う。

なお、対象署の自主監査の実施に当たっては、実施署が緊密に連携し、逝切に対

応する。

また、上記以外の対応については、第3編第 1章第7節第 51の2《自主監査》に

定めるところによるg

第旦節 高度な審理等を要する事案に関する局間支援

（省略）

1 • 2 （省略）

第4章事務の分担

第3節局特整の事務分担

第 15 局特整の事務分担

1 特整総括課等の事務分担

特整総括課長等（特整総括第一課及び特整総括第二課が設屑されている局にあっ

ては、特整総括第一課長及び特整総括第二課長を含む。）は、特整総括課（特整総括

第一課及び特整総括第二課を含む。）の職員の経験、適性等を勘案して次に掲げる事

務を行わせる担当（人事異動に伴い発令される担当及び別に定める担当を除く。）を

決定する。この場合において、一人の職員に複数の担当を兼務させることとして差

し支えないが、特定の職員に過重な負担がかかることのないよう留意する。

(1)~(8) （省略）

2 （省略）

第5章事務の区分

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

第生節 高度な審理等を要する事案に関する局間支援

（同左）

1 • 2 （同左）

第4章事務の分担

第3節局特整の事務分担

第 15 局特整の事務分担

1 特整総括課等の事務分担

特整総括課長等（特整総括第一課及び特整総括第二課が設置されている局にあっ

ては、特整総括第一課長及び特整総括第二課長を含む。）は、特整総括課（特整総括

第一課及び特整総括第二課を含む。）の職員の経験、適性等を勘案して次に掲げる事

務を行わせる担当（人事異動に伴い発令される担当を除く。）を決定する。この場合

において、一人の職員に複数の担当を兼務させることとして差し支えないが、特定

の職員に過重な負担がかかることのないよう留意する。

(1)~(8) （同左）

2 （同左）

第5章事務の区分
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正後 改正前

第 16 事務の区分 第 16 事務の区分

徴収職員が行う事務については、以下のとおり事務を区分して、これらの区分に

基づき投下した事務量を統一的かつ継続的に管理する。

（削除）

1 （省略）

2 徴収事務

（省略）

(1) 滞納整理事務

滞納幣理事務とは、処分対象滞納事案、滞納処分の停止中の事案、保全差押事

案又は繰上保全差押事案に係る署内面接、臨戸、催告、現金領収、所在•財産等

の調査、財産差押え、交付要求等、第二次納税義務の賦課、納税の猶予等の猶予、

納付誓約、滞納処分の停止、その他の処分（捜索、取立て、公売等）及びこれら

に関する決議書等の作成等の事務、審理・訴訟関係事務並びに国税の徴収の共助

の要請に関する事務等をいう。また、これらの事務に従事した場所により「出張

事務」と「署内徴収事務」に区分する。

なお、審理・訴訟関係事務には、滞納処分等の審理事務、滞納処分等に関する

法令等の適用や納税者等からの質疑等への対応などの法律相談事務、原告訴訟端

緒事案の把握・検討や原告訴訟の提起のための調査等に関する事務等がある。

(2)~(4) （省略）

3~5 （省略）

6 その他事務

徴収事務及び管理運営事務に属さない研修等への出席、情報公開関係事務、会計

検査院関係事務、実績評価・総合視閲等の監督評価官室関係事務、人事評価事務-

厚生労働大臣から委任を受けた保険料等の滞納整理事務、相手国等から徴収の共助

-12 -

徴収職員が行う事務については、以下のとおり事務を区分して、これらの区分に

基づき投下した事務量を統一的かつ継続的に管理する。

事務の区分については、昭和 48年 5月4日付徴徴2-7ほか 2課共同「徴収関係

定期報告について」（事務運営指針）を参照。

1 （同左）

2 徴収事務

（同左）

(1) 滞納整理事務

滞納整理事務とは、処分対象滞納事案、滞納処分の停止中の事案、保全差押事

案又は繰上保全差押事案に係る署内面接、臨戸、催告、現金頷収、所在・財産等の

調査、財産差押え、交付要求等、第二次納税義務の賦課、納税の猶予等の猶予、納

付誓約、滞納処分の停止、その他の処分（捜索、取立て、公売等）及びこれらに関

する決議書等の作成等の事務並びに審理・訴訟関係事務等をいう。また、これらの

事務に従事した場所により「出張事務」と「署内徴収事務」に区分する。

なお、審理・訴訟関係事務には、滞納処分等の審理事務、滞納処分等に関する

法令等の適用や納税者等からの質疑等への対応などの法律相談事務、原告訴訟端緒

事案の把握・検討や原告訴訟の提起のための調査等に閲する事務等がある。

(2)~(4) （同左）

3~5 （同左）

6 その他事務

徴収事務及び管理運営事務に属さない研修等への出席、情報公開関係事務、会計

検査院関係事務、実績評価・総合視閲等の監督評価官室関係事務、人事評価事務な

ど、上記 1から 5のいずれにも該当しない事務をいう。



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

の要請を受けた共助対象外国租税の徴収に関する事務など、上記 1から 5のいずれ

にも該当しない事務をいう。

第2編総括事務 第2編総括事務

第4章進行管理 第4章進行管理

第 1節計数管理 第 1節計数管理

第 31 各種帳票に基づく進行管理 第 31 各種帳票に基づく進行管理

（省略） （同左）

（滞納処分実施状況） （滞納処分実施状況、大滞納者滞納整理状況）

帳票の種類 帳票の概要等 帳票の種類 帳票の概要等

□ （省略） （省略）
喜

（同左） （同左）

処 処

> （省略） （省略） > （同左） （同左）

状
（省略） （省略）

状
（同左） （同左）況 況

（削除） （削除） 大 局署別処分対象滞 処分対象滞納のうち、指定した事務年度の始期において

＾ 削 i 納整理状況表（大 滞納額が 1億円以上であった滞納事案又は期中に滞納額
-除

滞納者） が1億円以上となった滞納事案について、要整理滞納、整

理 理済滞納、滞納額が 1億円未満になったもの、及び差引純
状

滞納の人員及び税額を所掌区分別（国税局・税務署）に表況

示する。

また、それらを税額階層別に区分 (4区分）して人員及び

税額を表示するg

（削除） （削除） 業種別処分対象滞 大滞納者の処分対象滞納整理状況について、業種別 (7

納整理状況表（大 区分）に表示する。

滞納者）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

（削除） （削除） 調査区分別処分対 大滞納者の処分対象滞納整理状況について、調査区分別

象滞納残高状況表 （調査実施部署6区分）に表示するg

（大滞納者）

（削除） （削除） 不動産関連区分別 大滞納者の処分対象滞納整理状況について、不動産関連

処分対象滞納整理 区分別（不動産業以外で不動産の譲渡に係るもの及び不動

状況表（大滞納者） 産業の 2区分）に表示する。

（削除） （削除） 整理区分別税額階層 大滞納者の処分対象滞納整理状況について、整理区分別 (15

別処分対象滞納残高 区分）に表示する。

状況表（大滞納者）

（削除） （削除） 大滞納者名簿 処分対象滞納のうち、指定した事務年度の始期において滞納額

が1億円以上であった滞納事案又は期中に滞納額が 1億円以上

となった滞納事案について、局、滞納者名、人格、業種、滞納額

等を一覧表示する。

なお、該当する滞納事案が 20件に満たない局署においては、

滞納税額の大きい上位 20件を表示する2

第 2節事務管理 第 2節事務管理

（省略） （同左）

第 32 事務実績等の的確な管理 第 32 事務実績等の的確な管理

1 • 2 （省略） 1 • 2 （同左）

3 従事事務実績の管理 3 従事事務実績の管理

(1) 日次の従事事務実績の管理 (1) 日次の従事事務実績の管理

（省略） （同左）

イ～ト （省略） イ～ト （同左）

チ 滞納事案ごとの従事時間を補正する場合は、「従事事務実績（内訳）」画面の （新設）

一覧から入力する。

リ 「従事・滞納整理事務実績（日次）」画面の下段の欄は、上記チの入力により
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別紙

新旧対照表

改正後

補正できない場合など、個々の滞納事案に属さない時間を入力する。

（注） （省略）

第4節 国税の徴収権の消滅時効管理

（省略）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

（注） （同左）

第4節 国税の徴収権の消滅時効管理

（同左）

第37 国税の徴収権の消滅時効管理 第37 国税の徴収権の消滅時効管理

1 （省略）

2 時効接近事案の管理等

(1) （省略）

(2) 徴収システムヘの補正入力等

（省略）

イ （省略）

ロ 徴収システムでは、債権管理システムから収納等の異動連絡を受けたときに、

民法第 147条第3号による承認があったものとして、時効完成見込年月日等が更

新される。ただし、民法第 147条第3号による時効中断は、滞納者の意思による

ところ、納付計画で履行と判定された収納以外の収納等があった場合は、収納等

の事実をもって承認があったとは必ずしもいえない場合もあることから、「税額

異動一覧表」（様式 204030-003)の備考欄に「時効管理年月日確認」と表示され

る。

当該収納を確認した担当は、納付書や過去の接触事績等を確認しても納付の意

思が確認できないときは、自動更新された時効完成見込年月日等を適正な時効完

成見込年月日等に補正する。

第3編 徴 収 事務

第 1章滞納整理関係内部事務

第 1節 滞納発生・完結時の処理
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1 （同左）

2 時効接近事案の管理等

(1) （同左）

(2) 徴収システムヘの補正人力等

（同左）

イ （同左）

ロ 徴収システムでは、債権管理システムから収納等の異動連絡を受けたときに、

民法第 147条第3号による承認があったものとして、時効完成見込年月日等が更

新される。ただし、民法第 147条第3号による時効中断は、滞納者の意思による

ところ、収納等の事実をもって承認があったとは必ずしもいえない場合もあるこ

とから、①納付計画で履行と判定された収納又は、②A4納付書を使用してコン

ビニで納付された収納以外の収納等があった場合は、「税額異動一覧表」（様式

204030-003) の備考欄に「時効管理年月日確認」と表示される。

当該収納を確認した担当は、納付書や過去の接触事績等を確認しても納付の意

思が確認できないときは、自動更新された時効完成見込年月日等を適正な時効完

成見込年月日等に補正する。

第3編徴収事務

第 1章滞納整理関係内部事務

第 1節滞納発生・完結時の処理



別紙

新旧対照表

改正後

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

第 38 滞納発生・完結時等の処理

1 （省略）

第 38 滞納発生・完結時等の処理

1 （同左）

2 滞納発生時の処理

(1) 定期事案設定

（省略）

2 滞納発生時の処理

(1) 定期事案設定

（同左）

督促状を発した日

〔操：第2章6・ 2 • 5、9 • 3〕

定期事案設定を行う時期

月の最終稼働日以外の日 1督促状を発した日の翌稼働日から、その月の最終稼

働日の前稼働日までの間

（省略）（省略）

（省略）

（注） （省略）

(2) （省略）

3 （省略）

（省略）

4 督促状発付前に納付相談を受けた場合等の処理

（省略）

(1) （省略）

(2) 結合処理

イ （省略）

ロ （省略）

（注） 1 結合処理を誤ったときは、署において結合処理を解除して正当処理

をすることができない←

三立ため、特に同姓同名等に注意して適切に結合データの確認を行

督促状を発した日

月の最終稼働日以外の日

（同左）

（同左）

（注） （同左）

(2) （同左）

3 （同左）

〔操：第2章6・ 2 ・ 5、9・3〕

定期事案設定を行う時期

督促状を発した日の翌稼働日から、その月の最終稼

働日までの間

（同左）

（同左）

4 督促状発付前に納付相談を受けた場合等の処理

（同左）

(1) （同左）

(2) 結合処理

イ （同左）

ロ （同左）

（注） 1 結合処理を誤ったときは、署において結合処理を解除して正当処理

をすることができないため、特に同姓同名等に注意して適切に結合デ

ータの確認を行う。

゜
ぶ
ノ

2 （省略） 2 （同左）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

ハ削除・完結処理 旦仮滞納者の登録を行った事案巫債権管理システムの督促情報の抽出

仮滞納者の登録を行った事案のうち、債権管理システムの督促情報の抽出処 処理前に完結したことにより、結合処理を行うことができないものに

理前に完結したことにより、結合処理を行うことができない仮口座については、 ついては、「滞納国税情報（滞納国税一覧）」画面又は「口座情報」画

「口座情報」画面において当該仮口座の完結処理を行った上で、「滞納者概況」 面において当該仮口座を削除した上で、「滞納者一覧」画面又は「滞納

画面において当該仮滞納者の完結処理を実施する（全ての仮口座について完結処 者概況」画面において当該仮滞納者情報を削除する。

理を行った場合、当該仮滞納者は自動的に完結処理済に更新される）。

なお、誤って仮滞納者及び仮口座を作成した場合等、仮滞納者及び仮口座情

報のじ後の管理が不要である場合には、「滞納国税情報（滞納国税一営）」画面に

おいて仮口座を削除するとともに、「滞納者一覧」画面において仮滞納者の削除

を行う。

（注） 滞納幣理事績記事又は仮口座にひも付く猶予決議等が存在する場合に （新設）

は、仮滞納者又は仮口座の削除ができないため、完結処理を行うことに

留意する。

〔操：第3章 1• 3、1• 4〕

第7節監査事務 第7節監査事務

（省略） （同左）

第 51 監査事務 第 51 監査事務

1 （省略） 1 （同左）

2 自主監査 2 自主監査

局署の徴収担当部署においては、その所掌する徴収事務が適切に実施されている 局署の徴収担当部署においては、その所掌する徴収事務が適切に実施されている

ことを確認するため、統括官等は、日々の決裁時等における確認のほか、定期的に ことを確認するため、統括官等は、日々の決裁時等における確認のほか、定期的に

自主監査を実施する。 事務実施状況等の監査（以下「自主監査」という。）を実施する。

(1)~(6) （省略） (1)~(6) （同左）

3 （省略） 3 （同左）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

第4章納付催告 第4章納付催告

第 62 随時催告 第 62 随時催告

1 （省略） 1 （同左）

2 文書催告 2 文書催告

（省略） （同左）

（参考） 随時催告葺の種類 （参考） 随時催告書の種類

帳 示要 名 活用の目的 接触予定区分 帳 甲示 名 活用の目的 接触予定区分

（省略） （省略） （省略） （同左） （同左） （同左）

猶予中の国税の納付催告 分納不履行者に対する催 連絡待ち （新設） （新設） （新設）

書（不履行） 牛ロ亭戸

猶予中の国税の納付催告 新たに納期限が到来した 連絡待ち （新設） （新設） （新設）

書（新規発生） 国税の納付がない者に対

する催告書

納付誓約中の国税の納付 分納不履行者に対する催 連絡待ち （新設） （新設） （新設）

催告書（不履行） 牛に享戸

納付誓約中の国税の納付 新たに納期限が到来した 連絡待ち （新設） （新設） （新設）

催告書（新規発生） 国税の納付がない者に対

する催告書

（省略） （省略） （省略） （同左） （同左） （同左）

（注） （省略） （注） （同左）

第3編 徴 収 事務 第3編徴収事務

第 5章所在•財産調査 第 5章所在•財産調査

（省略） （同左）

第 63 署内調査 第 63 署内調査
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別紙

新旧対照表

改正後

署内調査は、滞納者等の所在、課税原因、滞納者等の所有財産、過去に所有してい

た財産の異動状況、取引先、取引金融機関等を把握するため、各種異動届出薯、滞納

者等の納税申告書、更正・決定決議書、その他の内部資料により調査する。この場合

において、申告書等の文書の調査にとどまらず、滞納者等の課税調査を担当する賦課

部門から所在又は財産等に閲する情報を入手するなど、滞納整理に有用な情報の収集

に努める。

また、必要に応じ、以下の各種システム等を使用して滞納者等に関する資料情報を

取得する。

① 共通番号管理システム

② 資料調査システム

③ 個人・法人関連情報システム又は課税システムの「課税情報の照会等」画面

④ e-Taxの「申告書照会機能」

なお、国外財産等の調査に当たっては、上記の署内調査と併せて、資料調査システム

による法定資料等の照会、インターネット上に公開されだ情報、民間情報機関の調査報

告響等を活用する（本編第 12章 1(2)《国外財産等調査》参照）。

第 64 質問及び検査

（省略）

1 ・ 2 （省略）

3 調査先別の留意事項等

(1) 官公署等

〔KSK:第 3章2]

官公署等の調査は、滞納者の所在等又は所有財産の状況を把握するための官公

署の所管する公簿上の調査であり、閲覧又は謄本等の交付を受けるための申請書

の提出を要する場合がある。

なお、滞納者の所在等の調査に当たっては、共通番号管理システムを使用する

ことができるg

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

署内調査は、滞納者等の所在、課税原因、滞納者等の所有財産、過去に所有してい

た財産の異動状況、取引先、取引金融機関等を把握するため、各種異動届出壽、滞納

者等の納税申告書、更正・決定決議書、その他の内部資料により調査する。この場合

において、申告書等の文書の調査にとどまらず、滞納者等の課税調査を担当する賦課

部門から所在又は財産等に関する情報を入手するなど、滞納整理に有用な情報の収集

に努める。

また、必要に応じ、個人・法人関連「青報システム又は課税システムの「課税情報の

照会等」画面から滞納者等に関する資料情報を取得する。

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

なお、国外財産等の調査に当たっては、上記の署内調査と併せて、資料調査システ

ムによる法定資料等の照会、インターネット上に公開されだ情報、民間情報機関の調

査報告書等を活用する（本編第 12章 1(2)《国外財産等調査》参照）。

第 64 質問及び検査

（同左）

1 ・ 2 （同左）

3 調査先別の留意事項等

(1) 官公署等

〔KSK:第 3章2〕

官公署等の調査は、滞納者の所在等又は所有財産の状況を把握するための官公

署の所管する公簿上の調査であり、閲覧又は謄本等の交付を受けるための申請書の

提出を要する場合がある。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

圭、官公署別の主要な簿壽名及び調査の要点は別表 7 （官公署別調査簿藝等 旱、官公署別の主要な簿薯名及び調査の要点は別表 7 （官公署別調査簿書等

一覧表）のとおりである。 一覧表）のとおりである。

第 6章差押え・交付要求 第6章差押え・交付要求

第 1節財産の差押え 第 1節財産の差押え

（省略） （同左）

第 68 各種財産の差押え 第 68 各種財産の差押え

1~2 （省略） 1~2 （同左）

3 不動産の差押え 3 不動産の差押え

(1) （省略） (1) （同左）

(2) 差押えの登記・登録 (2) 差押えの登記・登録

イ （省略） イ （同左）

ロ 不動産以外の財産 ロ 不動産以外の財産

（省略） （同左）

（注） 自動車の差押え等をした場合において、その登録の嘱託をするときは、 （新設）

「登録嘱託書」（様式 306012-002)及び「登録の目的等」（様式306012-003)

を使用して行う g この場合には「差押調書謄本」又は「参加差押調書謄本」

を添付する。

財産の種類 区分 登記・登録を行う機関 財産の種類 区分 登記・登録を行う機関

（省略） （省略） （省略） （同左） （同左） （同左）

（省略） （省略） （同左） （同左）

自動車の使用の本拠の所在地を管轄する運輸監理部、 自動車の使用の本拠の所在地を管轄する運輸監理部、

登録 運輸支局又は自動車検査登録事務所（沖縄県にあって 登録 運輸支局又は自動車検査登録事務所（沖縄県にあって
自動車

は、沖縄総合事務局企事務所） （以下「運輸支局等」
自動車

は、沖縄総合事務局饂選事務所又は同支所）

としヽう。）

（省略） （省略） （省略） （同左） （同左） （同左）
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別紙

新旧対照表

(3) 登記・登録の確認

（省略）

改正後

（注）上 不動産以外の財産及び登記システムを使用せず登記を行った不動産につ

いては、受領した「登記完了証」等を滞納処分栗に編てつして保管する。

2 自動車の差押え等の登録の嘱託をした場合には、運輸支局等が自動車登

録ファイルに登録した上で、添付書類のうち登録原因を証する書面（差押

調薯謄本、差押解除通知壽謄本等）に、当該嘱託壽の受理年月日、受理番

号及び登録済の旨（抵当権等の設定の場合には、順位番号も表示される）

を表示し、返送される。

(4)~(7) （省略）

(8) 自動車の差押えに閑する事項

（省略）

（注） 強制執行又は競売に係る差押え後（強制執行続行の決定があった場合を含

む。）に滞納処分による差押え等がされた自動車について、強制競売又は競売

による権利移転の登録があった場合には、運輸支局等が、滞納処分による差押

え等の登録を職権により抹消する（滞調令第 27条 1項において準用する滞調

法第 32条）ので、差押え等の登録の抹消登録の嘱託は要しない（滞調法逐条

通達第 36条の 2関係 3において準用する第 32条関係）

(9) （省略）

4 （省略）

第3節差押え等の解除

（省略）

第71 差押え等の解除

1 差押え等を解除しなければならない場合

（省略）

(1) 納付等により国税が消滅した場合

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

(3) 登記・登録の確認

（同左）

（注） 不動産以外の財産及び登記システムを使用せず登記を行った不動産につい

ては、受額した「登記完了証」等を滞納処分票に編てつして保管する。

（新設）

(4)~(7) （同左）

(8) 自動車の差押えに関する事項

（同左）

（新設）

(9) （同左）

4 （同左）

第3節差押え等の解除

（同左）

第71 差押え等の解除

1 差押え等を解除しなければならない場合

（同左）

(1) 納付等により国税が消滅した場合

-21 -



別紙

新旧対照表

改正後

（省略）

（注） 1 （省略）

2 国税への収納登記前に、滞納者からコンビニ納付により差押え等に係

る滞納国税の全額を納付したことによる差押え等の解除の申出を受けた

場合において、次のいずれにも該当するときは、差押え等を解除して差

し支えない。

①・② （省略）

3 国税への収納登記前に、滞納者からクレジットカード納付時に表示さ

れる「国税クレジットカードお支払サイト」の納付手続の完了ページを

印刷した紙の提示等により差押え等に係る滞納国税の全額を納付したこ

とによる差押え等の解除の申出を受けた場合であっても、収納登記前に

おいては、差押え等は解除できないことに留意する。

4 （省略）

2 （省略）

3 差押え等の解除手続等

(1) 差押えの解除手続

イ 差押えの解除手続

Iii （省略）

(P) （省略）

（注） 自動車の差押え等の登録の抹消登録を嘱託するときは、「登録嘱託書」

（様式 306012-002)及び「登録の目的等」（様式 306012-003)を使用し、

これに「差押解除通知書謄本」又は「参加差押解除通知書謄本」を添付

土

なお、参加差押えが差押えの効力を生じた後に、その参加差押えの登

録の抹消登録を嘱託する場合には、差押解除通知書謄本を添付する。

1ハI• Iこ） （省略）
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改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

（同左）

（注） 1 （同左）

2 滞納者からコンビニ納付により差押え等に係る滞納国税の全額を納付

したことによる差押え等の解除の申出を受けた場合において、次のいず

れにも該当するときは、差押え等を解除して差し支えない。

①・② （同左）

（新設）

3 （同左）

2 （同左）

3 差押え等の解除手続等

(1) 差押えの解除手続

イ 差押えの解除手続

111 （同左）

(P) （同左）

（新設）

H. (;) （同左）



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

（省略） （同左）

第7章納税緩和措置 第7章納税緩和措置

第 1節猶予 第 1節猶予

（省略） （同左）

第 78 猶予の取消し等 第 78 猶予の取消し等

1 • 2 （省略） 1 • 2 （同左）

3 取消し等後の滞納処分 3 取消し等後の滞納処分

猶予を取り消した場合、又は猶予期間の終了後も滞納（未納）国税がある場合は、 猶予を取り消し又は猶予期間が終了した場合において、滞納（未納）国税がある

早急に財産の保全又は換価をする必要がある場合を除き、差押えの予告等を行った ときは、直ちに滞納処分に着手するものとするが、未督促のものについては、督促

上で滞納処分に着手する。 状の発付等通常の手続を経る必要があることに留意する。

（注） 1 納税の猶予を取り消した後の滞納処分、又は換価の猶予を取り消した後 （新設）

の換価は、早急に財産の保全又は換価をする必要がある場合であっても、

「納税（換価）の猶予取消通知書」が滞納者に送達された後に行うことに

留意するg

なお、換価の猶予を取り消した場合において、早急に財産を保全する必

要があるときは、「換価の猶予取消通知書」が滞納者に送達される前におい

ても差押えを行うことができることに留意する，

2 未督促の国税がある場合は、督促状の発付等通常の手続を経る必要があ

ることに留意する。

また、猶予のために提供された担保がある場合は、本節第 80《担保の処分》に定 また、猶予を取り消し又は猶予期間が終了した国税につき提供された担保がある

めるところにより適切に処理する。 場合は、本節第 80《担保の処分》に定めるところにより適切に処理する。

第 79 担保 第 79 担保

1 担保の提供及び徴取手続 1 担保の提供及び徴取手続

(1) • (2) （省略） (1) • (2) （同左）

(3) 不動産等 (3) 不動産等

イ （省略） イ （同左）
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

ロ 抵当権の設定 ロ 抵当権の設定

Iii （省略） 111 （同左）

(P) （省略） (P) （同左）

（注）上 担保提供された財産が登記・登録を受けた船舶、飛行機、回転翼 （注） 担保提供された財産が登記・登録を受けた船舶、飛行機、回転翼航空

航空機、自動車及び保険に附された建設機械の場合の「抵当権設定 機、自動車及び保険に附された建設機械の場合の「抵当権設定登記（登

登記（登録）嘱託書」は、手書きにより作成する。 録）嘱託書」は、手書きにより作成する。

2 自動車について抵当権設定の登録を嘱託する場合には、「登録嘱託 （新設）

薯」（様式 306012-002)及び「登録の目的等」（様式 306012-003) を

使用し、これに「担保提供壽（謄本）」（様式 307010-087) を添付す

る゜
なお、これについては、抵当権の設定の登録をした後、同一の国税

を担保するため、他の自動車に抵当権の設定の登録を嘱託する場合

（以下「抵当権担保物件追加設定登録の嘱託」という。）も同様であ

るが、前の登録を表示するに足る事項を記載する（自動車登録令第 53

全

また、保全担保（徴収法第 158条）として自動車に根抵当権を設定

し、その登録を嘱託する場合には、「登録嘱託書」（様式 306012-002)

及び「登録の目的等」（様式306012-003) を使用し、これに「保全担

保提供書（謄本）」（様式 310000-016)又は保全担保に係る抵当権設定

通知害謄本及びその通知書が納税者に到達したことを証する害面（徴

収法第 158条5項）を添付する。

Iハ1 （省略） 1ハ1 （同左）

に1 運輸支局等から自動車抵当法第16条後段の規定により抵当自動車について （新設）

「自動車の登録の抹消登録申請を受理した旨」の通知を受けた場合には、次に

より処理する。

A 新たな担保の提供があったことなどにより、納税の猶予等の取消しをする

必要がないときは、抵当自動車の抵当権の実行手続（担保物の処分）は行

わず、速やかに当該自動車について担保の解除をする。
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新旧対照表

（省略）

改正後

B 新たな担保の提供がないことなどにより、納税の猶予等の取消しを行った

ときは、速やかに抵当自動車の担保物処分をする。

（注） 運輸支局等から自動車抵当法第 16条後段の規定 による「自動

車の登録の抹消登録申請を受理した旨」の通知を受けた場合には、抵

当権者は当該通知を受けた日から 3月以内に抵当権の実行手続を行わ

なければ、自動車の登録が抹消されることに留意する（自動車抵当法

第 17条2項、自動車登録令第 47条2項）。

第2節滞納処分の停止

第82 停止要件の判定の留意事項

1 （省略）

2 1号該当事実の有無を判断する場合の留意事項

(1)~(3) （省略）

(4) 徴収の共助の要請により徴収することが困難な場合の取扱い

滞納者の財産があると認められる国又は地域との間に徴収の共助に関する規定

を有する租税条約等が締結されている場合において、次のいずれかに該当すると

きは、 「徴収の共助の要請により徴収することが困難と認められるとき」 （徴基

通第 153条関係 2-2(2)口 (Iヽ ））に該当するものとする。

イ 実施取決めに定める徴収の共助の要件（最低額等）に該当しないとき

口

ハ その他、相手国等におけるやむを得ない事由により、徴収の共助の実施が困

難又は徴収見込みがないと認められるとき

(注) -

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

（同左）

第2節滞納処分の停止

第 82 停止要件の判定の留意事項

1 （同左）

2 1号該当事実の有無を判断する場合の留意事項

(1)~(3) （同左）

(4) 徴収の共助の要請により徴収することが困難な場合の取扱い

滞納者の財産があると認められる国又は地域との間に徴収の共助に関する規定

を有する租税税条約等が締結されている場合において、次のいずれかに該当する

ときは、 「徴収の共助の要請により徴収することが困難と認められるとき」 （徴

基通 153条関係 2-2(2)口 (1ヽ ））に該当するものとする。

イ 相手国等における戦乱、天災、通信又は送金の途絶その他やむを得ない事由

があるとき

ロ 実施取決めに定める徴収の共助の要件（最低額等）に該当しないとき

ノ‘
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

(5) （省略） (5) （同左）

3・4 （省略） 3・4 （同左）

第83 滞納処分の停止の処理手続等 第83 滞納処分の停止の処理手続等

1 （省略）

2 局又は庁との事前協議

(1) 局に対する事前上申

（省略）

イ （省略）

ロ 滞納処分の停止の事由が本節第 82の2亙《事業を継続している

滞納者の取扱い》及び3(3)《相続税を滞納している滞納者の固有

財産が生活の維持に必要なものである等の場合》に当たるとき

（削除）

(2) 庁との事前協議

局特整が所掌する滞納事案について滞納処分の停止をすることにつき、租税負

担の公平の確保を図る観点から特に慎重な判断を要すると認められるときは、庁

徴収課と事前に協議を行う。

（削除）

（削除）
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1 （同左）

2 局又は庁との事前協議

(1) 局に対する事前上申

（同左）

イ （同左）

ロ 滞納処分の停止の事由が本節第82の2j1l《事業を継続している

滞納者の取扱い》及び3(3)《相続税を滞納している滞納者の固有

財産が生活の維持に必要なものである等の場合》に当たるとき

(2) 庁との事前協議

次に掲げる場合に該当するときは、庁徴収課と事前に協議を行う。

イ 局特整が所掌する滞納事案について滞納処分の停止をすることにつき、租税

の公平の確保を図る観点から特に慎重な判断を要すると認められると
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新旧対照表

第 85 滞納処分の停止の取消決議等

（省略）

1 （省略）

2 取消し後の対応

改正後

滞納処分の停止を取り消した滞納事案については、遅滞なく滞納整理を実施する。

（注） 滞納処分の停止の取消しの通知は、滞納処分の再開の要件であることから、

「滞納処分の停止取消通知壽」が滞納者に送達された後に滞納処分を行うこ

とに留意する。

（省略）

第 8章 差押財産の取立て及び換価

第 2節差押財産の換価

第 89 評価換価事務の適切な運営

1 計画的かつ効率的な実施

(1) （省略）

(2) 評価換価事務の計画的かつ効率的な実施

評価換価管理者は、策定した公売等実施計画及び局において決定した事案の選

定基準等に基づき、評価換価事務を計画的かつ効率的に実施する。

なお、特定の地域について、局からの移動距離、管内面積及び公売対象財産の

物件数の状況等に鑑み、当該地域において広域運営を行うことが評価換価事務の

円滑な連営に資すると認められる場合には、局特整総括課等は庁徴収課と、庁徴

収課は庁総務課と協議した上で、評公官を署へ派遣配置することができる。この

場合における評公官への指揮命令は、評価換価管理者が行う

2・3 （省略）

第 85 滞納処分の停止の取消決議等

（同左）

1 （同左）

2 取消し後の対応

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

滞納処分の停止を取り消した滞納事案については、遅滞なく滞納整理を実施する。

（新設）

（同左）

第8章 差押財産の取立て及び換価

第 2節差押財産の換価

第 89 評価換価事務の適切な運営

1 計画的かつ効率的な実施

(1) （同左）

(2) 評価換価事務の計画的かつ効率的な実施

評価換価管理者は、策定した公売等実施計画及び局において決定した事案の選

定基準等に基づき、評価換価事務を計画的かつ効率的に実施する。

2・3 （同左）
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新旧対照表

第 102 連帯納付責任

（省略）

1 共通事項

(1) （省略）

改正後

第 11章納税義務の拡張等

(2) 「連帯納付責任者からの徴収決諧蓄」の作成等

担当は、相続税法第 34条第 1項に基づく連帯納付責任を追及する場合には、徴

収システムの「連帯納付責任者からの徴収決議壽作成」から所要事項を入力して起

案し、その他の連帯納付責任（連結子法人の連帯納付責任を除く。）を追及する場

合には、「滞納整理関係書式出力」画面において「連帯納付責任者からの徴収決議

書」を選択し、所要事項を入力して起案する。

〔操：第4章9・ 2、第4章 11• 2〕

担当は、上記の決裁を了したときは、徴収システムの「帳票出力」画面から「連

帯納付責任者からの徴収決議言」（様式 311000-006)を出力し、管理運営部門（局

特整においては債権管理担当。以下、本項（第 102の各項）において同じ。）に回

付して「納付通知響」、「納税告知書」又は「連帯納付責任のお知らせ」の送付を依

頼する。

（注） （省略）

(3) • (4) （省略）

2 相続等による連帯納付責任（相続税法第 34条）

相続、遺贈等により財産を取得した者（以下「相続人等」という。）は、取得した

財産に係る相続税又は贈与税（以下「相続税等」という。）について、相続又は遺贈

により受けた利益の価額に相当する金額を限度として連帯納付責任を負う（相続税

法第 34条第 1項から第4項圭ヱ）。

相続税法第 34条により連帯納付責任を負う相続人等に対し、連帯納付責任を追及

する場合は、昭和 63年 6月 13日付徴徴2-9ほか 1課共同「相続税法第 34条に規

第 102 連帯納付責任

（同左）

1 共通事項

(1) （同左）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

第 11章納税義務の拡張等

(2) 「連帯納付責任者からの徴収決巌壽」の作成等

担当は、相続税法第 34条第 1項に基づく連帯納付責任を追及する場合には、徴

収システムの「連帯納付責任者からの徴収決議著作成」から所要事項を入力して起

案し、その他の場合には、「滞納整理関係害式出力」両面において「連帯納付責任

者からの徴収決鏃書」を選択し、所要事項を入力して起案する。

〔操：第4章9・2、第4章 11• 2〕

担当は、上記の決裁を了したときは、徴収システムの「帳票出力」画面から「連

帯納付責任者からの徴収決議書」（様式311000-006)を出力し、管理運営部門（局

特整においては債権管理担当。以下、本項（第 102の各項）において同じ。）に回

付して「納付通知書」、「納税告知書」又は「連帯納付責任のお知らせ」の送付を依

頼する。

（注） （同左）

(3) • (4) （同左）

2 相続等による連帯納付責任（相続税法第 34条）

相続、遺贈等により財産を取得した全ての者（以下「相続人等」という。）は、取

得した財産に係る相続税又は贈与税（以下「相続税等」という。）について、相続又

は遺贈により受けた利益の価額に相当する金額を限度として連帯納付責任を負う

（相続税法第 34条第 1項から第4項）。

相続税法第 34条により連帯納付責任を負う相続人等に対し、連帯納付責任を追及

する場合は、昭和 63年 6月 13日付徴徴2-9ほか 1課共同「相続税法第 34条に規
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改正後

定する連帯納付の義務に係る通知等について」（法令解釈通達）によるほか、次に掲

げる事項に留意する。

(1) 「納付通知書」又は「連帯納付責任のお知らせ」の送付

相続、遺贈等の基因となった相続税等の納税地を管轄する署（以下「相続人等

の管轄署」という。）の管理運営部門は、上記 1(2)により回付を受けた「連帯納付

責任者からの徴収決議書」について、所要の処理を了した後、相続税法第 34条第

1項の連帯納付責任の場合は「納付通知蓄」を、同条第2項から第4項までの連

帯納付責任の場合は「連帯納付責任のお知らせ」を連帯納付責任者に送付すると

ともに、連帯納付責任者の管轄署に「連帯納付責任に関する通知害」を送付する。

なお、相続税法第 34条第 1項及び第4項の連帯納付責任の追及の要否の判定に

当たっては、次によるものとする。

イ 相続税法第 34条第 1項の連帯納付責任者から徴収しようとする場合

本来の納税義務者に対して督促状を発した日から上且を経過する日までに担

続税が完納しないときは、管理運営部門止立連帯納付責任者に対し、相続税が

完納されていない旨の通知を発することとされている（相続税法第 34条第 5

運。

担当は、相続税が完納されていない旨の通知を発した日からおおむね 1年を

経過する日までに、連帯納付責任の追及の要否を判定し、次に掲げる場合を除

き、連帯納付責任を追及するものとする。

（イ） 本来の納税義務者の資力等旦状況から、おおむね旦且以内に完納が見込ま

れる場合

（口） 相続税を充足する差押え又は担保提供がある場合

（ハ） 本来の納税義務者について、納税の猶予、換価の猶予又は徴収の猶予を行

っている場合

（注） 上記（イ）に該当する場合は、完納が見込まれると認めた期間経過後に、

上記(n)に該当する場合は、その判定後 1年に 1回、上記(,ヽ ）に該当する場
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改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

定する連帯納付の義務に係る通知等について」（法令解釈通達）によるほか、次に掲

げる事項に留意する。

(1) 「納付通知書」又は「連帯納付責任のお知らせ」の送付

相続、遺贈等の基因となった相続税等の納税地を管轄する署（以下「相続人等

の管轄署」という。）の管理運営部門は、上記 1(2)により回付を受けた「連帯納付

責任者からの徴収決議書」について、所要の処理を了した後、下記イに該当する

場合は如「納付通知蕃」を、下記口に該当する場合は如「連帯納付責任のお知らせ」

を連帯納付責任者に送付するとともに、連帯納付責任者の管轄署の署長に「連帯

納付責任に関する通知替」を送付する。

イ 相続税法第 34条第 1項の連帯納付責任者から徴収しようとする場合

本来の納税義務者に対して相続税の督促状が発付された場合において、督促

状を発且した日から 1か月を経過する日までに完納されないときは、管理運営

部門において、相続税法第 34条第 5項の規定に基づき、連帯納付責任者に対し、

相続税が完納されていない旨等の通知が発せられた日からおおむね 1年を経過

するときまでに相続税法第 34条第6項の規定に基づき、連帯納付責任者に対し、

次に掲げる場合を除き、「納付通知書」を送付する

（イ） 相続税の本来の納税義務者の資力等状況から、おおむね 3か月以内に完納

が見込まれる場合

（n) 相続税を充足する差押え又は担保提供がある場合

(1ヽ） 納税の猶予、換価の猶予又は徴収の猶予を行っている場合

（注） 上記（イ）に該当する場合は、完納が見込まれると認めた期間経過後に、

上記(n)に該当する場合は、その判定後 1年に 1回、上記（ハ）に該当する場



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

合は、猶予期間経過後に連帯納付責任の追及の要否を再度検討するものと 合は、猶予期間経過後にそれぞれ「納付通知壽」の送付の要否を再度検討

する。 するものとする。

なお、本来の納税義務者の相続税の申告書の提出期限等から 5年を経過する日

までに「納付通知書」を発していない場合は、連帯納付責任を追及できないこと

に留意する。

ロ 相続税法第 34条第4項の連帯納付責任者から徴収しようとする場合 ロ 相続税法第 34条第2項、同条第3項又は同条第4項の連帯納付責任者から徴

担当は、本来の納税義務者に督促状を発した日からおおむね 1年を経過する 収しようとする場合

日までに、連帯納付喜任の追及の要否を判定し、上記イ（イ）から (1ヽ ）までと 本来の納税義務者に対して相続税等の督促状が発付された場合は、管理運営

同様である場合は、上記イ（注）に準じて再度検討するものとする， 部門において、連帯納付責任者に対し、「連帯納付責任のお知らせ」を送付する。

(2) （省略） (2) （同左）

(3) 督促 (3) 督促

イ 相続税法第 34条第 1項の連帯納付責任者に対する督促 イ 相続税法第 34条第7項の規定による督促

本来の納税義務者又は相続税法第 34条第 1項の連帯納付責任者が、「納付通 本来の納税義務者又は相続税法第 34条第 1項の連帯納付責任者が、「納付通

知書」を発した日の翌日から起算して 2月を経過する日までに完納しないとき 知書」を発した日の翌日から起算して 2月を経過する日までに完納しないとき

は、管理運営部門立立連帯納付責任者に対して督促状が発付される。 は、管理運営部門において連帯納付責任者に対して督促状が発付される。

ロ 相続税法第 34条第2項から第4項までの連帯納付責任者に対する督促 ロ 相続税法第 34条第8項の規定による督促

本来の納税義務者又は相続税法第 34条第2項、第3項若しくは第4項の連帯 連帯納付責任者につき通則法第 38条第 1項各号に掲げる繰上請求事由があ

納付責任者が、「連帯納付責任のお知らせ」を発した Hからおおむね 1月を経過 り、かつ、相続税等の徴収に支障があると認められる場合には、「納付通知書」

する日までに完納しないときは、管理運営部門から連帯納付責任者に対して督促 又は「連帯納付責任のお知らせ」を送付することなく、直ちに通則法第 37条第

状が発付される。 1項の規定による督促を行う。この場合においては、「連帯納付責任者からの徴

収決議書」に「『納付通知書』又は『連帯納付責任のお知らせ』を送付すること

なく督促状を発付する」旨を記載する。

（注） 「徴収に支障があると認められる場合」とは、「納付通知書」又は「連

帯納付責任のお知らせ」の送付を行った上で、相続税等の連帯納付責任

者から徴収しようとする場合においては、相続税等の連帯納付直任者か

ら完納されないと認められる場合をいう，

ハ 連帯納付責任者に繰上請求事由がある場合の督促 ハ 上記イ及び口以外による督促

連帯納付責任者につき通則法第 38条第 1項各号に掲げる繰上請求事由があ 本来の納税義務者又は相続税法第 34条第 2項、同条第3項若しくは同条第4

-30 -



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

り、かつ、相続税等の徴収に支障があると認められる場合には、「納付通知藝」 項の連帯納付言任者が、「連帯納付責任のお知らせ」を発した日からおおむね 1

又は「連帯納付宜任のお知らせ」を送付することなく、直ちに通則法第 37条第 月を経過する日までに完納しないときは、管理運営部門において連帯納付亘任

1項の規定による督促を行う。この場合においては、「連帯納付責任者からの徴 者に対して督促状が発付される。

収決議書」に「『納付通知書』又は『連帯納付責任のお知らせ』を送付すること

なく督促状を発付する」旨を記載する。

（注） 「徴収に支障があると認められる場合」とは、「納付通知書」又は「連

帯納付責任のお知らせ」の送付を行った上で、相続税等の連帯納付責任

者から徴収しようとする場合においては、相続税等の徴収を確保するこ

とができないと認められる場合をいう，

(4) • (5) （省略） (4) • (5) （同左）

(6) 連帯納付責任の適用除外 (6) 連帯納付責任の適用除外

相続人等は、次に掲げる場合には、相続税法第 34条第 1項の連帯納付責任は負 相続人等は、次に掲げる場合には、相続税法第 34条第 1項の連帯納付責任は負

わない（同項ただし書）。 わない（同項ただし書）。

イ 本来の納税義務者の相続税の申告書の提出期限等から 5年を経過する日まで イ 本来の納税義務者の相続税の申告書の提出期限から 5年を経過する日までに

に税務署長等が連帯納付責任者に対し相続税法第 34条第6項の通知（納付通知） 税務署長等が連帯納付責任者に対し相続税法第 34条第6項の通知（納付通知）

を発していない場合 を発していない場合

ロ・ノ‘ （省略） ロ・ノ‘ （同左）

3 （省略） 3 （同左）

4 連結子法人の連帯納付責任 4 連結子法人の連帯納付責任

（省略） （同左）

(1) • (2) （省略） (1) • (2) （同左）

(3) 連結滞納事案の進行管理 (3) 連結滞納事案の進行管理

連結滞納事案については、親法人署の統括官等が連結グループ内の各法人につ 連結滞納事案については、親法人署の統括官等が連結グループ内の各法人につ

いて、連帯納付責任者（連結子法人）の本店等所在地を管轄する署（以下「子法 いて、本来の納税義務者（連結子法人）の本店等所在地を管轄する署（以下「子

人署」という。）又は子法人署から徴収の引継ぎを受けた局（以下「引受局」とい 法人署」という。）又は子法人署から徴収の引継ぎを受けた局（以下「引受局」と

う。）と連携・協調して、一体的な進行管理を行う。 いう。）と連携・協調して、一体的な進行管理を行う。
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新旧対照表

改正後

（注） （省略）

(4) （省略）

(5) 「連帯納付責任のお知らせ作成一覧表」等の回付

親法人署の管理運営部門において「連帯納付責任のお知らせ」が送付された場

合は、「連帯納付責任のお知らせ作成一覧表」及び「連帯納付責任のお知らせ作成

一覧表（決裁用）」の写しが徴収部門に回付される。

親法人署の統括官等は、当該二覧返の写しを受領した後、子法人署における連結

子法人の整理番号を把握し、必要に応じて子法人署に連帯納付責任者（連結子法人）

の滞納の有無、滞納状況等を確認する。

なお、回付された一覧表の写しは、本来の納税義務者（連結親法人）の滞納処分

票に編てつして保管する。

(6) • (7) （省略）

(8) 徴収の引継ぎ等

（省略）

イ 引継基準

（省略）

① 連結法人税につき本来の納税義務者（連結親法人）から早期かつ確実に徴

収することが困難と認められる場合

② （省略）

ロ 連帯納付責任者（連結子法人）に対する督促状の発付

（省略）

(9) （省略）

第 11章納税義務の拡張等

第 103 連帯納付義務

(1)~(3) （省略）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

（注） （同左）

(4) （同左）

(5) 「連帯納付責任者からの徴収決謡書」等の返付

親法人署の管理運営部門において「連帯納付責任のお知らせ」が送付された場合

は、「連帯納付責任のお知らせ作成一覧表」（又は連帯納付責任のお知らせ発付決議

豊Lの写しの回付とともに、上記 l(2)により回付した「連帯納付責任者からの徴収

決厳壽」が徴収部門に返付される。

親法人署の統括官等は、当該決議壽の写しを受領した後、子法人署における連

結子法人の整理番号を把握し、必要に応じて子法人署に本来の納税義務者（連結子

法人）の滞納の有無、滞納状況等の確認する。この場合において、親法人の担当は、

返付された「連帯納付責任者からの徴収決議書」等を本来の納税義務者（連結親法

人）の滞納処分票に編てつして保管する。

(6) • (7) （同左）

(8) 徴収の引継ぎ等

（同左）

イ 引継基準

（同左）

① 連帯納付責任者（連結法人税しにつき本来の納税義務者（連結親法人）か

ら早期かつ確実に徴収することが困難と認められる場合

② （同左）

ロ 本来の納税義務者（連結子法人）に対する督促状の発付

（同左）

(9) （同左）

第 11章納税義務の拡張等

第 103 連帯納付義務

(1)~(3) （省略）
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

(4) 徴収システムヘの入力 （新設）

法人の合併等の無効判決に係る当該合併等の日以後に納税義務の成立した国税

の連帯納付義務を負うこととされた者（以下「合併等無効に係る連帯納付義務者」

という。）については、徴収システムの「連帯等納税義務者（概況）」画面におい

て、「連帯小区分」を「合併等無効」とする。

「連帯小区分」は、合併等無効に係る連帯納付義務者を管理するため、 KSK

システムから連帯等納税義務者情報が連絡されたときは、速やかに設定する，

「連帯小区分」が設定された事案は、「連帯等納税義務者（一置）」画面、「連帯

納付言任口座一覧」画面及び「連帯等納税義務者一覧表」（帳票）の「区分」欄に

おいて、「連他＊」と表示される。

〔操：第3章 1• 1 • 2〕

第 12章 租税条約等に基づく税務執行の共助 第 12章 租税条約等に基づく税務執行の共助

租税条約等に基づく徴収の共助、情報交換及び送達共助（以下「徴収の共助等」とい 租税条約等に基づく徴収の共助、情報交換及び送達共助（以下「徴収の共助等」と

う。）は、国際的な脱税及び租税回避行為に対処するため、条約締結国の税務当局が相 いう。）は、国際的な脱税及び租税回避行為に対処するため、条約締結国の税務当局が

互に税務の執行に協力するものである。 相互に税務の執行に協力するものであることから、我が国から要請する場合はもとよ

徴収の共助等に関する事務の処理については、本章の定めによるほか、徴収共助事 り、相手国等からの要請についても、我が国の国税に関する執行と同様に適切に対処

務提要及び情報交換等通達により処理する。 麟。

1 徴収の共助等の基本的な考え方 （新設）

国際的な租税回避行為に対しては、国税庁の任務である適正かつ公平な課税と徴

収の実現により税務行政に対する国民の信頼を確保する観点から適切に対応する必

要がある。

このため、徴収担当部署においては財産を海外に移転させるなどの徴収回避行為

に対して、資料情報の活用等により国外財産等の情報を的確に把握するとともに、

租税条約等に基づぐ「青報交換制度等を積極的に活用し、租税条約等における徴収の

共助の要件に該当する場合には、確実に共助要請を行うなど、厳正に対処していく。
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新旧対照表

改正後

また、租税条約等の相手国等から共 要請があった場合は、我が国の国税に関す

る執行と同様に適切に対応する。

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

2 徴収の共助等事務の適切な運営

局徴収課長及び特整総括課長等は、徴収の共助等の事務の処理には専門的な知識

を要することや、相手国税務当局との連絡等に一定の期間を要することなどを踏ま

え、国際税務専門官及び共助事務担当の事務を適切に管理するとともに、次に掲げ

る事項に留意し、効果的・効率的な事務運営に努める。

(1) 徴収の共助等に関する事務に係る事務量を踏まえた適切な事務計画の策定

(2) 徴収の共助等に関する研修の実施等による職員の知識の向上

(3) 資料情報の効果的な活用等による海外閲連事案（下記 3(1)参照）の的確な把握

及び適切な管理

(4) 徴収の共助等に関する事務に係るノウハウの蓄積・共有（局内、局署間、局間）

及び人材の育成

(5) 課税部、調査査察部等の国際関係部署との緊密な連携

（注） 共助事務担当とは、徴収共助事務提要に定めるところにより指定した徴収の

共助等に関する事務を担当する者をいう。

（新設）

3 海外関連事案の管理等 上海外関連事案の管理等

(1) 海外関連事案の把握・管理 （1) 海外関連事案の把握・管理

担当は、所在・財産調査等により、おおむね次に掲げるような一定の具体性があ 徴収の共助等により国際的な租税回避行為等に適切に対応するため、所在•財

る情報を把握した事案（以下「海外関連事案」という。）について的確に把握する 産調査等により、おおむね次に掲げるような一定の具体性がある情報を把握した

とともに、徴収システムにおいて適切に管理する。 事案（以下「海外関連事案」という。）を的確に把握すると ともに、徴収システ

ムにおいて適切に管理する。

① （同左）① （省略）

② 

③・④ （省略）

②
 

③・④ （同左）
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新旧対照表

改正後

(2) （省略）

4 徴収の共助

徴収の共助は、租税条約等に基づき互いに相手国等の租税債権を徴収する枠組み

である。

徴収の共助に係る事務は、相手国等への要請及び相手国等から要請を受けた租税

債権の徴収のいずれも、局特整において行う。

なお、署統括官は、次に掲げる全てに該当する海外関連事案がある場合には、徴収

の共助の要請の適否及び徴収の引継ぎの可否について、局徴収課又は特整総括課等の

担当者と協議する。

①～④ （省略）

⑤ 実施取決めに定める徴収の共助の要件（最低額等）に該当すること、一

⑥ （省略）

旦情報交換

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

(2) （同左）

旦徴収の共助

徴収の共助は、租税条約等に基づき互いに相手国等の租税債権を徴収する枠組み

である。

徴収の共助の実施に当たっては、徴収共助事務提要の定めるところにより適切に

処理する。

なお、徴収の共助に係る事務は、相手国等への要請及び相手国等から要請を受け

た租税債権の徴収のいずれも、局特整において行う。

おって、署統括官は、次に掲げる全てに該当する海外関連事案がある場合には、

徴収の共助の要請の適否及び徴収の引継ぎの可否について、局徴収課又は特整総括

課等の担当者と協議する。

①～④ （同左）

⑤ 実施取決めに定める徴収の共助の要件（最低額等）に該当すること、一

⑥ （同左）

3 情報交換

情報交換は、租税条約等に基づき、締約国の税務当局間において、租税に関する締 情報交換は、租税条約等に基づき、締約国の税務当局間において、租税に関する締

約国の法令の運用、執行に関連する情報を互いに提供する枠組みである。 約国の法令の運用、執行に関する情報を互いに提供する枠組みである。

国内財産では徴収不足が見込まれる海外関連事案に係る徴収の共助の要請の適否検 国内財産では徴収不足が見込まれる海外関連事案に係る徴収の共助の要請の適否検

討又は国内における滞納処分の実施のため、国内において入手困難な情報を収集する必 討又は国内における滞納処分の実施のため、国内において入手困難な情報を収集する必

要があるときは、積極的に相手国等に対しで「青報提供を要請する（徴収共助事務提要第 要があるときは、積極的に相手国等に対しで情報提供を要請する（徴収共助事務提要第
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

3章第1節 61-3参照。）。 3章第1節 61-3参照。）。

なお、租税条約等に基づく情報交換に関する事務については、平成 15年4月 7日

付官際 1-20ほか5課共同「租税条約等に基づく相手国等との情報交換及び送達共

助手続について」（事務運営指針）に定めるところにより適切に処理する。

（注） 情報提供の要請に当たっては、情報提供要請事項と課税（徴収）上の問題点 （注） 相手国等へ情報提供を要請する場合は、要請時点において、要請する情報が

の関連性を明らかにする必要があることに留意する。 滞納者に関連することの合理的な蓋然性が求められることに留意する。

6 送達共助 生送達共助

送達共助は、租税条約等に基づき、締約国の税務当局間において、租税に関する文 送達共助は、租税条約等に基づき、締約国の税務当局間において、租税に関する

壽の送達を互いに依頼する枠組みである。 文蕃の送達を互いに依頼する枠組みである。

相手国等から租税債権の徴収を目的とする文書の送達が要請された場合における 相手国等から租税債権の徴収を目的とする文書の送達が要請された場合における

署の徴収部門による送達、又は相手国等に所在する滞納者等へ滞納処分などに関する 署の徴収部門による送達、又は相手国等に所在する滞納者等へ滞納処分などに関する

文書の送達を当該相手国等に要請する場合の事務については、情報交換等通達の定め 文書の送達を当該相手国等に要請する場合の事務については、上記3の事務運営指針

るところにより適切に処理する。 の定めるところにより適切に処理する。

7 関係部署との連携・協調 5 関係部署との連携・協調

徴収担当部署は、上記 1の基本的な考え方並びに課税部、調査査察部及び賦課部 徴収の共助等により国際的な租税回避行為等に適切に対応するため、徴収担当部

門における国際課税への取組を踏まえ、局署内における国際関連の協議会や研修への 署は、徴収の共助の実施を含む滞納整理に有効な情報、特に国外財産や海外取引等

参加等により情報の共有に努めるとともに、国外財産や海外取引等に関する資料情報 に関する堕竪の提供が円滑になされるよう、課税部、調査査察部及び賦課部門との

の提供が円滑になされるよう、課税部等との連携、協調を図る（第5編第 1章《関係 連携、協調を固る（第 5編第 1章《関係部署との連携・協調》参照）。

部署との連携・協調》参照）。

第5編その他 第5編その他

第3章 文書管理及び情報セキュリティ 第3章 文書管理及び情報セキュリティ

第 112-2 個人番号及び法人番号の取扱いに係る留意事項 （新設）

申告書等に個人番号及び法人番号の記載が義務付けられたことにより、国税当局に

おいては、平成 28年 1月以降番号を保有・管理しているところ、個人番号については、
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

番号法においてその取扱いに関して厳格な保護措置が定められている。

1 個人番号の取扱いに係る留意事項

個人番号の取扱いについては、個人情報保護訓令及び特定個人情報取扱指針によ

るほか、以下の点に留意する。

(1) 個人番号が記録された媒体の庁舎外への持ち出し

原則として、個人番号が記録された媒体は庁舎外へ持ち出さないこととし、業

務上、やむを得ず庁舎外へ持ち出す場合には、持ち出し指針に基づき個人番号部

分を確実にマスキングし、許可者の確認を受けるなど、適切に対応する，

(2) 個人番号が記載された文害の送付等

個人番号は、番号法第 19条各号に定められた場合を除き、他者へ提供してはな

らない旨規定されており、特定個人情報の保護の観点からも、外部に発する照会

文書、各種処分通知書等には、個人番号を記載しないものとする。

なお、申告書等が郵送により提出され、同封された返信用封筒により個人番号

の記載がある控えを返送する際には、誤送付防止の観点から発送前の確認作業を

実施した上で、普通郵便で返送することとしても差し支えない。

また、国税組織内において、個人番号が記載された文書を追跡可能であること

が担保された方法により送付等を行う場合は、個人番号のマスキングを省略する

こととして差し支えないg

(3) 他の行政機関等への特定個人情報の提供

会計検査院へ証拠書類を提出する場合や地方公共団体から協力要請があった場

合などは、番号法第 19条第 13号の規定により、特定個人情報を提供することが

認められており、特定個人情報取扱指針に従い提供することができる。

なお、個人番号が記載された税務関係書類を裁判所へ提出するときは、訴訟手

続等において個人番号自体を立証する必要があるなどの限られた場面を除いて

は、個人番号をマスキングして提出することに留意する，

(4) 各システムにおける吸票出力時の留意事項

各システムにおいて申告書等データの印刷を行う際、納税者が入力した個人番

号の印字要否を選択することができるが、事務処理に必要な場合を除き、個人番
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

号の印字は行わないことに留意するg

なお、個人番号が印字されて出力された帳粟については、個人番号部分を確実

にマスキングし、許可者の確認を受けるなど、適切に対応する。

(5) 個人番号の記載を要しない書類に関する取扱い

法令上、個人番号の記載を要しない書類に個人番号が記載されたものが提出さ

れた場合、番号法第 19条及び同第 20条に抵触する可能性があることを踏まえ、

次のとおり対応するg

イ 窓口等における対応

窓口等において、法令上、個人番号の記載を要しない害類に個人番号が記載

されていることを把握した場合には、納税者に対して個人番号の記載が不要で

あることを説明し、納税者に個人番号をマスキングした上で提出するなどの対

応を求める。

なお、納税者の承諾を得て担当者がマスキングすることとしても差し支えな

し‘゜
口 郵送等における対応

窓口等で個人番号の記載が不要であることを説明できなかった場合や郵送等

で提出を受けた場合においては、原則として、当該言類の処理の過程において

個人番号が記載されている事実を把握した時点で、担当者がマスキングを行う g

なお、マスキングの際は、納税者の承諾なく担当者がマスキングを行ったこ

とを判別するために、税務署整理欄の余白等にマスキングを行った年月日を簡

記するとともに、担当者印を押印する。

おって、個人番号の記載を要しない書類への担当者によるマスキングは、原

則として当該文書の保管を所掌する部門において実施することに留意する，

ハ 個人番号の提供を求めない手続に添付された番号確認書類等について

法令上、個人番号の提供を求めない手続において個人番号カード等の写しなど

が添付されていることを把握した場合、窓口等においては納税者に返却し、それ

以外の場合においては上記口に準じてマスキングを行う。

(6) 事業者等からの番号法上の安全管理措置に係る質問等への対応
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

事業者等から、事業者等が講ずべき番号法上の安全管理措麗に関する質間を受

けた場合、納税者の立場に立って丁寧に対応することとし、回答が困難な場合は、

内閣府のコールセンターを利用するよう案内する。

なお、事業者等が講じている安全管理措置が適切であるかの指導を求められた

場合、局又は署は番号法上の安全管理措置に対して適否を判断する権限を有して

いないことを説明するとともに、番号制度に関するチラシの交付や個人情報保護

委員会が定める特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドラインを確認するよ

う依頼するなどの対応を行う 2

(7) 特定個人情報等の取扱記録

特定個人情報等の廃棄・消去及びその取扱状況の記録方法については、別途定

める。

2 法人番号の取扱いに係る留意事項

法人番号は、番号法による保護措置は定められていないが、国税庁法人番号情報

提供サイトに掲載される、「公表に同意していない人格のない社団等に係る情報（法

人番号、崩号又は名称、所在地）」については、公益性確保の観点から必要な情報と

して行政機関に提供されるものであり、国家公務員法第 100条第 1項における「職

務上知ることができた秘密」に該当する守秘義務が課されだ情報であることから、

納税者等から照会があった場合などの対応に当たっては、その取扱いに十分注意す

る゜

3 徴収担当部署における取扱い

(1) 個人番号の記載を要しない行政文書の収受時（出張時を含む。）の対応

再調査の請求書を除き、滞納者から個人番号が記載された申請書等が提出され

た場合は、マスキングした上で提出するなどの対応を求める，

なお、滞納者が求めに応じない場合や郵送等により提出されマスキングを求め

ることができない場合は、収受後、担当者がマスキングする。

おって、マスキングした申請書等は滞納処分票等に編てつし、適切に管理する。

-39 -



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

(2) 個人番号の記載を要する行政文壽の収受後における管理

個人番号が記載された徴収関係の申請・届出薯については、収受した事績を「特

定個人情報記載申請書等保管簿」（様式 204030-040)に入力した後、個人番号をマ

スキングした写しを滞納処分票等に編てつし、原本及び本人確認書類については、

保管専用ファイルに編てつの上、保存期間が満了するまでの間、施錠可能な書庫

等において厳重に管理する。

なお、個人番号が記載された徴収関係の申請・届出壽の保存期間は、当該事案

の滞納処分票の保存期間と同じである点に留意する。

(3) 徴収システム等への個人番号の入力

出力帳票に個人番号が表示されることを防止するため、徴収システム及び集中

電話催告システムには個人番号を入力してはならない。

(4) 個人番号が記載された課税資料及びシステム出力帳票の取扱い

複写する課税資料やKSKシステムから出力した帳票に個人番号が記載されて

いる場合には、写しや出力帳票をマスキングするとともに統括官等の確認を受け

盃

(5) 個人番号が記載された行政文書の持ち出し

個人番号のマスキングを行うと業務の目的を達成できない等の真にやむを得な

い理山による場合を除き、個人番号が記載された行政文書の持ち出しは行わないg

なお、出張携行書類については、その持ち出し時において、個人番号の表示の

有無を統括官等及び徴収職員の双方にて確認し、表示がある場合には、確実にマ

スキングを行う。

(6) 調査等における取扱い

番号法第 15条及び第 19条第 13項の規定により、滞納処分のため、納税者や調

査先に対し個人番号の提示や提供の求めを行うことができるが、原則として、帳

簿書類等を取得する時は、個人番号部分を確実にマスキングした写しを作成して

持ち帰るなど、個人番号は収集しない。

ただし、事後の滞納処分等で個人番号を用いることが見込まれる場合や帳簿書

類等が大量又はコピー機が無いなどの場合は、その場で管理者の許可を受けた上

-40 -



別紙

新旧対照表

改正後

で持ち帰ることとする。

(7) 個人番号が記載された文壽を収受する際の留意事項

納税者が個人番号を記載した申請書等を徴収部門に持参した場合は、第三者に

よるのぞき見等を防止するため、面接ブースなど情報漏えいを防止できる場所に

案内した上で対応することに留意する。

第 113 情報セキュリティの確保

（省略）

(1) （省略）

(2) 情報管理区分

イ 閲覧制限の設定

統括官等は、滞納事案のうち特に厳正な情報管理を行う必要があると認める

事案がある場合は、徴収システムの「滞納者基本情報（概況）」画面の「情報管

理区分」欄にチェックを付し、統括官等管理事案としで情報管理を徹底する。

なお、情報管理区分が設定された滞納者に係る徴収システムで保有する全て

の情報は、統括官等盈立統括官等から閲覧権限を付与された職員のみが閲覧及び

更新することができる。

〔操：第3章1・ 3〕

ロ 定期人事異動期等の対応

定期人事異動等により、部門単位及び担当別に設定した閲覧権限は、定期人

事異動後においても、情報が引き継がれる。

ただし、職員「青報の登録、変更及び休止化に伴う閲覧権限の変更は、原則夜

間の処理にて行い、翌業務日に反映されることに留意する

なお、緊急事案が発生した場合など、即時に閲覧権限の反映を要とする場合

には、管理者の操作により署単位の変更又は個別の単位の変更が可能である（権

限の解除についても同様である）

〔操：第2章 10〕

第 113 情報セキュリティの確保

（同左）

(1) （同左）

(2) 情報管理区分の設定

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

統括官等は、滞納事案のうち特に厳正な情報管理を行う必要があると認める事

案がある場合は、徴収システムの「滞納者基本情報（概況）」画面の「情報管理

区分」欄にチェックを付し、統括官等管理事案としで情報管理を徹底する。

（注） 情報管理区分が設定された滞納者に係る徴収システムで保有する全て

の情報は、管理者のみが閲覧及び更新することができる。

〔操：第 3章 1・ 3〕

（新設）
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（省略）

1 （省略）

改正後

第 5章その他

第 5節行政手続法の適用

2 許認可等をする権限等を行使し得る旨を示して行う行政指導の根拠等の明示

（省略）

(1) 納税の猶予又は換価の猶予に関する行政指導

次に掲げる行政指導をする場合は、それぞれの例示に従い、口頭により根拠法

令等を明確に示す。

なお、納税者に説明する時間が十分に確保できない場合のほか、下記イからホ

までの行政指導による納付を確実に履行させる必要があるなど、書面により行政

指導をすることが適当であると認められる場合は、根拠法令等を記載した通知書

（様式304000-005、304000-005-1、304000-005-2、304000-005-3、304000-005-4、

505000-001、505000-002、50500-003、505000-004、505000-005、505000-006、

505000-007、505000-008、505000-009) を普通郵便により納税者に送付する。

イ～二 （省略）

ホ新規滞納の納付

新たに滞納となった国税を、おおむね次回の分割納付期限までに納付するこ

とができると認められることを理由として、納税の猶予又は換価の猶予を取り

消さないこととした場合において、納税者に対し、「次回の分割納付期限までに

納付しない場合は猶予を取り消す」旨の行政指導をするとき（猶予通達 44(4)

注書 1参照）。
----------------

【根拠法令等の明示の例】

（省略）
--------------------------

（注） 催告センターでは、上記イの行政指導をすることがないこと、また、上

記口からホまでの行政指導を行う場合であっても、納税の猶予又は換価の

猶予を取り消す権限を有していないことから、根拠法令等を示す（様式
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改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

第 5章その他

第 5節行政手続法の適用

（同左）

1 （同左）

2 許認可等をする権限等を行使し得る旨を示して行う行政指導の根拠等の明示

（同左）

(1) 納税の猶予又は換価の猶予に関する行政指導

次に掲げる行政指導をする場合は、それぞれの例示に従い、口頭により根拠法

令等を明確に示す。

なお、納税者に説明する時間が十分に確保できない場合のほか、下記イからホ

までの行政指導による納付を確実に履行させる必要があるなど、書面により行政

指導をすることが適当であると認められる場合は、根拠法令等を記載した通知書

（様式505000-001、505000-002、50500-003、505000-004、505000-005、505000-006、

505000-007、505000-008、505000-009) を普通郵便により納税者に送付する。

イ～二 （同左）

ホ新規滞納の納付

新たに滞納となった国税を、おおむね次回の分割納付期限までに納付するこ

とができると認められることを理由として、納税の猶予又は換価の猶予を取り

消さないこととした場合において、納税者に対し、「次回の分割納付期限までに

納付しない場合は猶予を取り消す」旨の行政指導をするとき（猶予通達 44(4)

注書 1参照）。
-----------------------------------------------------------------------
： 【根拠法令等の明示の例】 ： 

: （同左）し—- --------------------------------------------------------------------i 
（注） 催告センターでは、上記イの行政指導をすることがないこと、また、上

記口からホまでの行政指導を行う場合であっても、納税の猶予又は換価の

猶予を取り消す権限を有していないことから、根拠法令等を示す（リ様式



別紙

新旧対照表

改正後

304000-005、304000-005-1、304000-005-2、304000-005-3、304000-005-4、

505000-001、505000-002、505000-003、505000-004、505000-005、505000-006、

505000-007、505000-008、505000-009を送付する）必要はない。

(2) （省略）

3 （省略）

-43 -

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

505000-001、505000-002、505000-003、505000-004、505000-005、505000-006、

505000-007、505000-008、505000-0091_を送付する）必要はない。

(2) （同左）

3 （同左）



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

別表6 照会文書の種類等 別表6 照会文書の種類等

照会文書作成機能
所在・財産調査等

照会文書作成機能
所在•財産調査等

帳票名 状況作成区分 帳票名 状況作成区分

一括作成 個別作成 csv出力 所在調賽 財産調賽 一括作成 個別作成 csv且カ 所在調杏 財産調杏

（省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （同左） 偶左） 偶左） （同左） （同左） （同左）

年金の支給状況等の照会に （新設）
（新設） （箭設） （新設） （新設） （新設）Q 

ついて

（省略） （省略） （省略） （省酪） （省略） （省略） （同左） （同左） （屑左I （屑左） （屑左） （屑左）

住民票の写し等の交付請求脅 （省略） （省略） （省略） （省略） （省略） 住民票の写し皇堕替 （同左） （同左） （同左） （同左） （同左）

戸籍謄本笠旦交付申請壽 （省略） （省略） （省略） （省略） （省略） 戸籍謄本交付申請替 （同左） （同だ） （同だ） （同左） （同左）

（省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （同左） （伺庄） （伺左） （伺左） （月左） （月左）

在留カード記録•特別永住 （新設）

者証明書記録等の照会につ Q （新設） （新設） （新設） （新設） （新設）

止

（省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （同左） （伺左） （伺左） （伺左） （月左） （月左）

照会書（ドコモケータイ送 （新設）
（新設） （新設） （新設） （新設） （新設）Q 

金・docomoMoney Transfer) 

照会書 (KDDI・携帯電 （新設）
（福設） （新設） （新設） （新設） （新設）Q 

話番号等に基づく照会）

照会書 (KDDI・メール （新設）
（齢設） （新設） （新設） （新設） （新設）Q 

アドレス変更履歴照会）

照会害 (KDDI・メール （新設）
（新設） （新設） （新設） （新設） （新設）

゜アドレスに基づく照会）

（省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （省略） （同左） （伺左） （伺左） （伺左） （同左） （同左）

（注） 1・ 2 （省略） （注） 1・ 2 （同左）

3 照会文書作成機能が全て「一」の場合は、懲収システムの「様式ファイルダウンロード」 （新設）

画面から帳票ファイルをダウンロードして、照会文書を1生成する，
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 l'J‘’ IJ 

別表7 官公署別調査帳簿等一覧表 別表7 官公署別調査帳簿等一覧表

(1)~(3) （省略） (1)~(3) （同左）

(4) 運壁支局・自動車検査登録事務所・沖縄総合事務局丘事務所 (4) 陸湿支局・自動車検査登録事務所・沖縄総合事務局墜連事務所（支所）

簿書名等 調 査 の 要 点 等 薄書名等 調 査 の 要 点 等

自動車登録ファイル 1 登録番号、車台番号、所有者等並びに抵当権及び処分制限の登録等の権利に関ずる事項が記載 自動車登録ファイル 1 登録番号、車台番号、所有者等並びに抵当権及び処分制限の登録等の権利に関する事項が記載

される。 される。

2 「登録事項等証明書交付申請書」（様式3OOO12--001)の送付により調査する閲覧不可）。 2 「登録事項証明書交付申請書」 (OCRシート）の送付により調査する閲覧不可）。

(5)~[4) （省略） (5)~Q4) （同左）

別表 16 事実関係等が複雑なもの及び重要なもの（審理を要する事項） 別表 16 事実関係等が複雑なもの及び重要なもの（審理を要する事項）

（省略） （同左）

＾ 畠^ '---' 同
左ヽ

. 担保付財産が譲渡された場合の国税の徴収に係る交付要求、抵当権代位実行 . 担保付財産が談渡された場合の国税の徴収に係る交付要求、抵当権代位実行

（徴 22) （徴 22)

② ． 譲渡担保権者の物的納税責任に係る告知（徴24) ② . 譲渡担保権者の物的納税責任に係る告知（徴 24)

① ． 滞納者名義で登記登録等がされている財産以外の財産の差押え（徴47①) ① . 滞納者名義で登記登録等がされている財産以外の財産の差押え（徴47①)
以 以
外 ． 第三者による差押換えの請求に係る差押えの解除又は解除不相当の通知（徴 外 . 相続人による差押換えの請求に係る差押えの解除又は解除不相当の通知（徴
の の

雷
50) 

喜
50) 

処
． 相続人による差押換えの請求に係る差押えの解除又は解除不相当の通知（徴 処

. 第三者による差押換えの請求に係る差押えの解除又は解除不相当の通知（徴

盆 51) 盆 51) 

． 差し押さえた有価証券の取立てに伴う形成権（株式発行請求権等）の行使（徴 . 差し押さえた有価証券の取立てに伴う形成権（株式発行請求権等）の行使（徴

57) 57) 
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新旧対照表

改正後

． 差し押さえた債権の取立てに伴う形成権（解除権等）の行使（徴 67)

． 差し押さえた不動産の使用収益の制限（徴 69)

． 差し押さえた第三債務者等のある無体財産権等の取立てに伴う形成権（解

除権等）の行使（徴 73⑤)

・ 無益な差押えに係る差押えの解除（徴 79①二）

・ 超過差押えに係る差押えの解除（徴 79②-）

． 滞納者が他の財産を提供した場合の差押えの解除（徴 79②二）

• 3回公売に付しても入札等がなく更に換価に付しても売却見込みがない場

合の差押えの解除（徴 79②三）

． 差押財産の取戻請求に係る差押えの解除（第 3編第6章第 3節第 71の6「差

押換えの請求等」参照）

任意売却の申立てに伴う差押えの解除（第3編第6章第3節第 71の5 「任

意売却の申立てに伴う差押えの解除」参照）

． 換価代金等の配当（交付要求等に係る執行機関からの配当を含む）及び充

当（徴 129)

・ 保全担保の提供命令等（徴 158①～⑦）

・ 保全差押えに係る差押えの解除又は解除不相当の通知（徴 159⑤―、⑥)

． 換価の猶予（延長を含む。）及び取消し（徴 151、151の2、152③④⇒通 46

⑦、 49)

． 換価の猶予に伴う差押えの解除（徴 152②)

・ 納税義務の承継通知（通 5)

・ 法人の分割に係る通知（通 9の2)

． 繰上保全差押えに係る差押えの解除又は解除不相当の通知（通 38④⇒徴 159

⑤-、⑥）

-46 -

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

． 差し押さえた債権の取立てに伴う形成権（解除権等）の行使（徴 67)

． 差し押さえた不動産の使用収益の制限（徴 69)

． 差し押さえた第三債務者等のある無体財産権等の取立てに伴う形成権（解

除権等）の行使（徴 73⑤)

・ 無益な差押えに係る差押えの解除（徴 79①二）

・ 超過差押えに係る差押えの解除（徴 79②-）

． 滞納者が他の財産を提供した場合の差押えの解除（徴 79②二）

• 3回公売に付しても入札等がなく更に換価に付しても売却見込みがない場

合の差押えの解除（徴 79②三）

差押財産の取戻請求に係る差押えの解除（第 3編第 6章第 3節第 71の6「差

押換えの請求等」参照）

・ 任意売却の申立てに伴う差押えの解除（第3編第6章第3節第 71の5 「任

意売却の申立てに伴う差押えの解除」参照）

． 換価代金等の配当（交付要求等に係る執行機関からの配当を含む）及び充

当（徴 129)

・ 保全担保の提供命令等（徴 158①～⑦）

・ 保全差押えに係る差押えの解除又は解除不相当の通知（徴 159⑤―、⑥)

． 換価の猶予（延長を含む。）及び取消し（徴 151、151の2、152③④⇒通

46⑦、 49)

． 換価の猶予に伴う差押えの解除（徴 152②)

・ 納税義務の承継通知（通 5)

・ 法人の分割に係る通知（通 9の2)

． 繰上保全差押えに係る差押えの解除又は解除不相当の通知（通 38④⇒徴 159

⑤-、⑥）
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（省略）

新旧対照表

改正後

強制換価の場合の消費税等の徴収の特例に係る執行機関への通知（通 39②)

債権者代位権の行使（訴訟によるものを除く） （通 42)

（例） 滞納処分の場合の代位登記（民 423、不登法 30、31、37、38、

51、53等）

納税の猶予（延長を含む。）及び取消し（通 46②③⑦、 49)

納税の猶予に伴う差押えの解除（通 48②)

増担保の提供命令等（通 51①)

担保の変更の承認等（通 51②)

保証人に対する告知及び督促（通 52②)

延滞税の免除（通 63)

-47 -

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

強制換価の場合の消費税等の徴収の特例に係る執行機関への通知（通 39②)

・ 債権者代位権の行使（訴訟によるものを除く） （通 42)

（例） 滞納処分の場合の代位登記（民 423、不登法 30、31、37、38、

51、53等）

・ 納税の猶予（延長を含む。）及び取消し（通 46②③⑦、 49)

・ 納税の猶予に伴う差押えの解除（通 48②)

・ 増担保の提供命令等（通 51①)

・ 担保の変更の承認等（通 51②)

・ 保証人に対する告知及び督促（通 52②)

・ 延滞税の免除（通 63)

（省略）



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正後 改正前

別冊2 「徴収事務提要（様式編）」 別冊2 「徴収事務提要（様式編）」

【調理要領】

1 （省略）

2 調理要領

（共通）

(1)~(6) （省略）

204010-025 猶予該当条項別処理状況表

【調理要領】

1 （同左）

2 調理要領

（共通）

(1)~(6) （同左）

（要処理） （要処理）

(7) （省略） （7) （同左）

204010-025 猶予該当条項別処理状況表

(8) 「新規発生」欄には、新規に発生した納税の猶予の申請及び換価の猶予の申請を計 (8) 「新規発生」瀾には、新規に発生した納税の猶予の申請及び換価の猶予の申請を計

上する。 上する。

税額については、猶予申請を最終決裁した時点の申請額を計上する。 税額については、現在滞納額及び申請決議時に行った「シミュレート結果複写」

の末確定延滞税を含む金額を加算して計上する。

(9)~(10 （省略） I (9),::(1U （同左）

（処理済）

⑫~08) （省略）

⑲ 「翌期繰越」欄は、猶予申請に関する最終決裁が行われたが、後続決議が行われて

いないものについて計上する。

税額については、「新規発生」欄に計上した税額と同額を計上する。

（処理てん末）

（省略）

（該当条項別）

（省略）

（処理済）

~2)~M) （同左）

⑲ 「翌期繰越」欄は、患堕が行われたが、後続決議が行われていないものについて計

上する。

税額については、「新規発生」欄に計J:::した税額と同額を計上する。

（処理てん末）

（同左）

（該当条項別）

（同左）
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（削除） 204010-034 局署別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【様式】

罠: Ii0 ー: 
髯 I

，`゚• 一"'' 5 っ“° ::::: • -< 亡

r..Se 饗

て一“． 喝

薯iIll. 
→賓配 ペ

霞

一一 泣！；
雀．

‘̀ m ペ

k : l : 誕
蛭

玉電 : 量曇 a ベ＊： 

゜怒 *’ 馴 っモI!！ 

95 c 
牛 ヤ <

日 -< 

ペ “: ＃ ⇒“: 
喪 令

峰 書 C

た
,( 

令 =II! 紀ま
英 < 

事

茄 o ペ
匡

= a e 
肥創 :P ・ie 

嗣 e 富 ... 

“ <， 
0“ 拿に

璽 文

ヽ こ；c 
→: 

3 な ぐ
＊＾ 

且
aゴ璽k 記 ii 

鼻， ： : と.. a e: 
+ ＆‘恵° 墨

i 以

． 鴫 e -詈... 

｀ 
疇

凶 。曰心記 n “ c es正9祀壱呂E%

-2 -



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

（削除） 204010-034 局署別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【謂理要領】

1 目 的

「局署別処分対象滞納残高状況表」は、指定した期間における滞納税額が 1億円超

の処分対象滞納の滞納発生及び整理状況並びに滞納残高を表示し、局署ごと、税額階

層区分ごとにその整理誌況を確認して、滞納整理事務の進ちょく状況を把握するため

に作成する。

2 調理要領

(1) 処分対象滞納のうち、滞納額が 1億円以上の者を集計対象とする。具体的には、期

首の滞納額が 1億円以上又は指定期間中に滞納額が 1億円以上となった事案を集計

対象とする。

なお、期中において収納等により滞納残高が 1億円を下回った場合でも、事務年

度中は、対象者として計上し、事務年度末の滞納額（月締切時の滞納額）により洗

い替えを行う。

(2) この帳票は、事務年度及び単月単位で集計するg

（注） 集計期間の（自）は、事務年度の期首である 7月を指定して活用することに

留意する。

なお、集計期間の（自）を期首 (7月）以外に指定して作成することも可

能であるが、「滞納額が 1億円末満になったもの」の欄は、期首からの対象者

を表示することから、期末残高との関係で異常値が表示されるので、期首を

7月として活用すること。

(3) 「要整理滞納襴」は、次のとおり表示する。

イ 「前期繰越」襴は、前期（又は前月）の「④差引純滞納」欄の人員、税額を表示

-3 -
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

する。

ロ 「新規発生」瀾は、指定期間中に新規に大滞納者となったものの人員、税額及

び既に計上している者に係る併有滞納発生額を表示する。この場合、確定延滞税

についても当該確定額を表示する。

なお、指定期間中に新規に大滞納者となったものを同期間中に局に引き継いだ

ときは、「税務署所掌分」欄には表示されない。

また、前期末において署所掌であったものを指定期間中に局に引き継いだとき

は、「税務署所掌分」欄にマイナスで表示する。

(4) 「整理済滞納」欄は、次のとおり表示する。

イ 「現金収入」瀾は、指定期間中に納付により減少した人員、税額を表示する。

ロ 「その他」欄は、指定期間中に換価代金の配当、充当及び課税の取消し等により

減少した人員、税額を表示する。

ノ‘ 「期中における滞納処分の停止」欄は、指定期間中に滞納処分の停止を行った

人員、税額を表示する。

(5) 「③滞納額が 1億円未満になったもの」欄は、期首において対象者であったもの又

は指定期間中に新規に対象者となったもののうち、指定期間中に滞納残直が 1億円未

満となったものの人員、税額を表示するg

(6) 「④差引純滞納」欄は、「要整理滞納」から「整理済滞納」及び「滞納額が 1億円

未満になったもの」を差引きした人員、税額を表示する，同一滞納者を局、署ともに

所掌している場合には、人員は「国税局所掌分」欄に本書し、「税務署所掌分」欄に

外吾表示する。

(7) 「⑧ ⑦の税額階層別内訳」欄は、大滞納者の期首滞納額（指定期間中に新規発

生したものについては、その新規発生滞納額）がいずれの税額階層に属するかによ

り判定する。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（削除） 204010-035 業種区分別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

（削除） 204010-035 業種別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【謂理要領】

1 目 的

「業種別処分対象滞納整理誌況表」（大滞納者）は、指定した期間における滞納税額

が1億円超の処分対象滞納の滞納発生及び整理払況並びに滞納残高を表示し、局署ごと

業種ごと区分し、その整理状況を確認して、滞納整理事務の進ちょく状況を把握するた

めに作成する。

2 調理要領

(1) この帳票の調理要領は、下記(2)及び(3)を除き、様式 204010-034「局署別処分対象

滞納整理状況表」（大滞納者）に同じ。

(2) 「業種区分」欄は、次表のとおり、滞納者の「業種コード（徴収）」を「業種区分」

（大滞納者）置き換えて判定する。

なお、「その他の事業」欄は、製造業から金融業までに掲げる業種以外の業種を表

示し、「その他」には給与所得者、無職の者等を表示する，

業種コード（徴収） 業種区分（大滞納者）

00：製造業 01：製造業

01：卸売業 02：販売業

02:小売業 02：販売業

03：建設業 03：不動産・建築業

04：運送業 06:その他の事業

05:サービス業 06:その他の事業

06：料理飲食業 04：料理飲食業

07：金融業 05：金融業

08：不動産業 03：不動産・建築業

09:その他

| 0910：その他事業 06:その他の事業

-6 -



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

| 0920:その他業種 07:その他

分類不能 06:その他の事業

(3) 「純滞納の内督き（個人の滞納分）」欄は、上記「④差引純滞納」欄のうち、「人格

区分」が「個人」であるものの滞納分を表示する。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（削除） 204010-036 詞査区分別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

（削除） 204010-036 調査区分別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【謂理要領】

1 目 的

「調査区分別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）」は、指定した期間における滞納税

額が 1億円超の処分対象滞納の滞納発生及び整理払況並びに滞納残高を表示し、局署ごと

調査区分ごとにその整理状況を確認して、滞納整理事務の進ちょく状況を把握するために

作成する。

2 調理要領

(1) この帳栗の調理要領は、下記(2)及び(3)を除き、「局署別処分対象滞納幣理状況表」

（様式 204010-034、大滞納者）に同じ。

(2) 「申告区分」欄は、課税部門で入力した調査区分が債権管理システムを経由して徴

収決定口座ごとに徴収システムヘ連絡され、これを受けた徴収システムにおいて下表

のとおり区分して表示する。

なお、複数の徴収決定口座において異なる調査区分がある場合は、①査察＞②調査

>③料調＞④局その他＞⑤署＞⑥自主の順に表示する。

調査区分 徴収システムの区分 鱈

局査察 査墾 査竪

局調査 遇 遇

局料調 疇 疇

局その他 局その他 匝

置 暑 畳

その他

自主申告 旦土 且土

入力なし
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

(3) 「純滞納の内書き（個人の滞納分）」欄は、上記「④差引純滞納」欄のうち、「人格

区分」が「個人」であるものの滞納分を表示する。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（削除） 204010-037 不動産関連区分別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【様式】

闘•• ・：.;c．.． ・ 1 • • • ＇ 
賣; “ →: 

“ 霞彎8I 国“ 
9 詮嶋e ニ-< 

日.. 

鴫-..,.4 : 
| nr；零馨§ ~ h ？ 

翌^  ェ 冨エ
楚

＊ 
：冨

--l< ヽ m ベ

磁

ェ霰 省:ヰ昏と［゚i “ 電C。： 

g 
ぶ

> ì 
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

（削除） 204010-037 不動産関連区分別処分対象滞納整理状況表（大滞納者）

【謂理要領】

1 目 的

「不動産関連区分別処分対象滞納整理誌況表（大滞納者）」は、指定した期間におけ

る不動産譲渡関連滞納（業種が不動産以外で主な課税原因が不動産譲渡に係るもの及

び業種が不動産業であるものをいう。）である滞納者の滞納発生及び整理済並びに期末

残高について表示し、不動産譲渡関連滞納事案の整理状況を確認して、滞納整理事務

の進ちょく状況を把握するために使用する。

2 調理要領

(1) この帳票の調理要領は、下記(2)及び(3)を除き、様式 204010-034「局署別処分対象

滞納整理状況表」（大滞納者）に同じ。

(2) 「不動産区分」欄は、課税部門で入力した業種と譲渡区分を債権管理システムを経

由して連絡を受け、これを徴収システムにおいて区分して表示する，

(3) 「純滞納の内書き（個人の滞納分）」欄は、上記「④差引純滞納」欄のうち、「人

格区分」が「個人」であるものの滞納分を表示する。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（削除） 204010-038 整理区分別税額階層別処分対象滞納残高状況表（大滞納者）

【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

（削除） 204010-038 整理区分別税額階層別処分対象滞納残高状況表（大滞納者）

【謂理要領】

1 目 的

「整理区分別税額階層別処分対象滞納残高誌況表（大滞納者）」は、様式 204010-034

「局署別処分対象滞納整理砧況表」の「差引純滞納」欄に表示される滞納者（期末にお

いて 1億円超の滞納者）を整理区分別、税額階層別に表示することにより、重点的に処

理する税額階層を把握して、事務計画の策定に活用するため作成する。

2 調理要領

(1) 「整理区分」は、指定した月の月末時点における幣理区分（大区分）が下表のいず

れに属するかにより判定する。

当該帳票の区分 滞納事案の整理区分

01：未着手 016：処理中（未着手）

02：処理中（未着手 012：処理中（保留）、 014：処理中（処理中）、

除く。） 017 :処理中（折衝中）、

018：処理中（財産調査）、 019:処理中（そ

の他）

03:猶予調査 021 :猶予調査

031：財産差押（充足）、 032：財産差押（不

04：財産差押え 充足）、 034:財産差押（未判定）、 035:財産

差押（その他）

041：換価（評価未済）、 042：換価（評価済）、

05:換価 043:換価（公売中）、

044：換価（差押債権取立中）

06：所在財産調査 051 :所在調査、 061:停止相当
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

084:猶予（納税猶予）、 085：猶予（換価猶

予）、 086:猶予（徴収猶予）、
07:猶予

081：猶予（納付受託）、 083：猶予（納付誓

塾L
08:交付要求 090:交付要求、 091:交付要求（破産）

09:内部交渉 100 :内部交渉

10：不服申立課税 110：不服申立（課税関係）

11：不服申立徴収 111：不服申立（徴収関係）

12：訴訟課税 120：訴訟（課税関係）

13 :訴訟徴収 121：訴訟（徴収関係）

14 :訴訟その他 122 :訴訟（その他）

15：更生会社 130：更生会社

(2) 「税額区分」は、指定した月の月末時点における処分対象滞納残高がいずれの税額

階層区分に属するかにより区分して表示する。
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別紙

口（削除）

改正後

新旧対照表

| 
改正部分はアンダーラインの箇所である。

一丁改正前

204010-039 大滞納者名簿

【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

（削除） 204010-039 大滞納者名簿

【謂理要領】

1 目 的

「大滞納者名簿」は、その局署において、①事務年度当初に処分対象滞納額が 1億円

以上の者、②期中に処分対象滞納額が 1億円以上となった者を対象とする。ただし、

③滞納額が 1億円以上の者が 10件未満の局署にあっては、滞納額の上位 10名を表示

することとし、大口滞納事案を把握するために作成する。

2 調理要領

(1) 前期末において滞納額が 1億円以上であった者又は指定期間中に滞納額が 1億円

以上となった者が、指定期間の期末において滞納額が 1億円未満となった場合には、

その者については、当該名簿の末尾に参考として表示する。

(2) 滞納額が 1億円以上の者が 10人未満の場合においては、前期末の上位10人のうち、

指定期間の期末において上位 10人に該当しない者を、当該名簿の末尾に参考として表

示する。

(3) 表示項目は、次により表示する。

イ 「項番」欄は、 1番から順に付番して表示する。

ロ 「局署」欄は、滞納者の局署整理番号を表示する。

ノ‘ 「滞納者名」欄は、滞納者の氏名（名称）を表示する。

二 「人格」欄は、法人の場合は「 1」を、個人の場合は「 2」を表示する。

ホ 「業種」瀾は、滞納者の業種（小区分）を表示する，

ヘ 「主な調査区分」欄は、滞納者の調査区分を表示する，

（注） 「調査区分」は、様式 204010-036「調査区分別処分対象滞納整理状況表」

の調理要領を参照。

卜 「整理区分」欄は、指定した月の月末時点における整理区分を表示する。

チ 「局引受日」欄は、局所掌の滞納者について、初回引受年月日（数回に渡って引

継ぎを受け、継続して所掌している場合は、完結しているものを含め最初に引継ぎ

を受けた年月日）を表示する。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

なお、税務署所掌の滞納者については、「一」表示とする。

リ 「発生額」瀾は、指定した期間における滞納発生額の合計額（処分対象滞納の発

生額）を表示する。

ヌ 「処理済額」欄は、指定した期間における処理済額の合計額を表示する。

］レ 「内 停止額」襴は、指定した期間における滞納処分の停止（滞納処分の停止兼

納税義務消滅を含む。）決巌に係る停止税額の合計額を表示する。

ヲ 「滞納額」欄は、指定した月の月末現在の未納額を表示する。

ワ 「内 消費税」瀾は、ヲの滞納額のうち、消費税及び地方消費税額を表示する。

力 「内 相続税」瀾は、ヲの滞納額のうち、相続税額を表示する。

ヨ 「備考」欄は、滞納者が不動産関連事案滞納を有する場合には、「由」と表示す

る゜
（注） 「不動産関連事案滞納」については、様式 204010-037「不動産関連区分別

処分対象滞納整理状況表」の調理要領を参照。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

304000-005-1 猶予中の国税の納付催告書（不履行） （新設）

304000-005-2 猶予中の国税の納付催告書（新規発生）

304000-005-3 納付誓約中の国税の納付催告書（不履行）

304000-005-4 納付誓約中の国税の納付催告書（新規発生）

【調理要領】

1 目 的

(1) 「猶予中の国税の納付催告蓄（不履行）」は、猶予中の納税者について、納付計画

どおりの納付がない場合に、その履行を催告するために使用する。

(2) 「猶予中の国税の納付催告書（新規発生）」は、猶予中の納税者について新たに納

期限が到来した国税の納付がない場合に、その納付を催告するために使用する。

(3) 「納付誓約中の国税の納付催告書（不履行）」は、納付誓約中の納税者について納

付計画どおりの納付がない場合に、その履行を催告するために使用する。

(4) 「納付誓約中の国税の納付催告書（新規発生）」は、納付誓約中の納税者について

新たに納期限が到来した国税の納付がない場合に、その納付を催告するために使用す

る゜

2 調理要領

(1) 宛先欄は、滞納者の住所（所在地） （連絡先が登録されている場合は、当該連絡先）

及び氏名（名称）を表示する。

(2) ①不履行となっている分割納付の期限、②分割納付金額、③指定する納付の期限及

び④猶予の取消しの根拠条文については、催告文の空欄に、手書きで補完する2

(3) 猶予催告書の右上に、滞納者の整理番号を表示するg

(4) 連絡先欄は、発送年月日、署（局）名、部門名、事案担当者の氏名、署（局）電話

番号及び内線番号を表示する。

(5) 「相談場所」は、手書きで抹消する。

(6) 「（年月 日現在）」欄は、最終決裁年月日を表示する。

(7) 「滞納国税等」欄は、最終決裁年月日現在の末納国税を表示する。

なお、滞納国税の件数がこの欄を超える場合は、「別紙滞納税金目録のとおり」と
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

表示し、滞納税金目録が作成される。

(8) 「延滞税」欄には、随時催告書作成画面で延滞税計算を「要」とした場合に、同画

面で「指定日」襴に入力した日（下記(10)参照）までの延滞税額を表示し、延滞税計算

を「不要」とした場合には、「要す」と表示する，

(9) 猶予催告害のうち分割納付の不履行に係るもの（上記 1(1)及び(3)）は、不履行とな

っている分割納付額の納付を催告するものであるため、原則として、延滞税計算は「不

要」とする。この場合、「備考：延滞税は、相談日までの計算です。」は、手壽きで抹

消する。

(10) 猶予催告書のうち新規発生に係るもの（上記 1(2)及び(4))は、新たに滞納となった

国税の納付を催告するものであることから、催告文において指定する納付の期限（上

記(2)③）までの延滞税計算を行う。この場合、「備考」欄の「延滞税は、相談日まで

の計算です。」の表示を、「延滞税は平成0年0月0日までの計算です。」と手書きで

補正する。

（注） 延滞税の割合が確定していない期間が含まれる延滞税計算を行う場合は、延

滞税額の右側に「＊」を表示するとともに、欄外下部に「『＊』の延滞税等の

額は、延滞税等の割合が未確定である期間が含まれており、作成日現在の割合

により計算しているため、過不足が生じる場合があります。」と表示する。

なお、計算の結果、延滞税が不徴収（延滞税額が 1,000円未満）となる場合は、延

滞税額に「O」を表示するとともに、「 O」の右側に「＊」を表示する。

(1U 「滞納国税等の合計」欄は、最終決裁年月日現在の未納国税の合計を表示する。

なお、延滞税計算を「要」とした場合の合計に含まれる延滞税については、 (10)によ

り計算したものであることに留意するg

(12) 「他滞納処分費」欄は、手書きで補完するg

(13) 猶予催告書のうち新規発生に係るもの（上記 1(2)及び(4))の新たに滞納となった国

税の表示は、「滞納国税等」欄の右側余白に0印を手書きで付す。

なお、当該国税の督促が未了の場合については、 KSKシステムで「末納税金目録」

を出力し、添付することとして差し支えない。

-24 -



別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

305000-002 住民票の写し笠の交付請求書 305000-002 住民票笠の写しの交付請求書

【様式】 【様式】

整理薔号

蘊年 月 日

埜l'I!番サ

年 月 B
 

殿

印

⑲ 
住民票の写し翌の交付請求書 住民粟笠の可しの交付in求温

住民基本台帳法 （昭和 42年法律第 81号）第 12条(J')2の規定に基づき．下記のとお り住民票の写し等

の交付を請求 します．

記

頭求隅閑の名称 OO 税

口世帯全員 通

住民票の写し等の種類・数 I口本人のみ 通 ， 

こ任 者 職挙 務 責

請求の対象とする者の氏名

庁

口除票

口 記戯事項証明書

通

ー通

請求の対象とする者の

住 所I
： 求牙房を必の要：す：i国税等の滞納処分

根 拠法令の条項 国税徴収法第 146条の 2

務詞査等に関する情報を第三者に明らかにすることによ

情求亭 由又 l;l;請求亭 由 を り、証拠物等の仮装 ・隔匿につながる恐れなどがあること

明らかにすることが困難な理由 から 、税務調査等について1ま呉体的な蹟求亭由を明らかに

することは困難であるため，

運絡 （ 送 付）

（キ民ら木古帳往（昭fn12平沈ほ布BJサ） :'IY121'の 2の俎定に上づき． f記d)とおり住

rし隅芥d9：テし n交付を．R未Lょ・ヤ

出

聞求憐 1日 q) 名 片 田 悦 庁

口世術全目 曲 I r~ 麻湮 曲

住民顎等d)写し U9憧類 ・故 口 ド人び9み、 通 口記載亨f"肝町書 通

口世ii}の一郎 通

必 要 膚 頃 n..,符 7 続柄

現杯9,たd9if：に勺たっている仔 虚名 氏名

半 務 u 仕 呑 雇名 氏名

訊求の対象とする井の氏名

開 ぶ の対なと ―rる 者 の

（セ丙

＂ オ ド を 必 要 と -J・そ

ー、ト朽i/9内で
国税等の滞納也分

Ill. 拠 注 」" 因税徴収法

情求＇平由を !Jlらかに
尻務潤迂等に関する情雑をボ三1.1こり1らかに_rることにより．
趾拠物等u.9仮装 ・ 悶四につながろ恐れなどが ;\',,!,.:.l:t,• ら． R

すろ二とが困ばな理由 防潤査等について1:tft体的な情求事rt,を1りJらかにすることは困
韮であるため

送• 付 サ

(.) ・ ム' 12 の2によ 9 人 び コ ー ドiが れ＇しいことと

ています，
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（新設）

別紐

枚中枚目

請求対象者氏 名・住所 【筆頭者氏 名（対象者氏 名 ） • 本籍 】 一覧表
（平成年月 日 整理番号 ） 

請求対象者氏名 請求対象者住所

（筆頭者氏名（対象者氏名）］ 【本籍】
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別紙

新旧対照表

【調理要領】

1 （省略）

2 調理要領

(1)~(8) （省略）

改正後

305000-002 住民票の写し笠の交付請求書

(9) 「特別の請求により記載が可能となる事項」欄には、住民票の写し等への記載を希

望する事項があれば、チェックを表示する。

皿 （省略）

旦 （省略）

盟 （省略）

四 （省略）

凶 （省略）

堕 「請求の対象とする事務竺内容」欄には、「国税笠2滞納処分」を表示する。

堕 「根拠法令の条項」欄は、之且請求を必要とする事務の根拠となる法令名を表示す

る。

皿 （省略）

⑱ 一度に多数の者の住民票の写し等の交付を請求する際、 1件別に作成するより簡易

となる場合には、別紙を用いて、交付請求書を作成する。

なお、この場合、割り印を押なつする等により、別紙が交付請求書の一部であるこ

とを明確にする必要があることに留意する

【謂理要領】

1 （同左）

2 調理要領

(1)~(8) （同左）

（新規）

g （同左）

皿 （同左）

且 （同左）

⑫ （同左）

堕 （同左）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

305000-002 住民票笠の写しの交付請求書

凶 「請求の対象とする事務内容」欄には、「国税滞納処分のため」を表示する。

堕 「根拠法令」欄は、盆直請求を必要とする事務の根拠となる法令名を表示する。

堕 （同左）

（新設）
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別紙

【様式】

改正後

305000-003 戸籍謄本等の交付請求書

整理番号

王 瓜 年 月 日

殿

印

戸籍1!1本等の交付謂求書

戸籍法 （昭和 22年法律第 224号）第 10条の2及び住民基本台帳法 （昭和42年法律第 81

号）第 20条の規定に基づき、下記のとおり戸籍謄本等の交付を！賣求します口

記

請求機関の名称 国 税 庁

口戸籍謄本通 口改製原戸籍謄＊通 D 除籍謄本 通

戸籍 1!1本等の種類・数 D 戸籍抄本 過 口改製原戸籍抄本通 D 除藉抄本 通

請求の任に当たっている者 ： ：7!門口？ （゚ その他

事務責 任者

請求の対象とする戸nの筆碩者の氏名

（抄本の場合は対象看の氏釦

請求の対象とする

戸籍の本籍

請求を必要とする
国税等の滞納処分

事務の種類

根拠法令の条項l国税徴収法第 146条の2

利用目的・請求亭由
口親族関係の把握

口相続人の把掴

連 絡 （送付 ） 先

口 関係者の確認

ロその他 (

新旧対照表

【様式】

| 

- 28 -

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

305000-003 戸籍謄本等の交付請求書

悴ml沿 t}

り 1| 1 1 

殷

/＇籍哨七寄 dべti,1珀ぷ汗

F〗杞J:. 9ll Ii t ll 2“~11:,1 11'恥2 1 り•9 弔10.:f,,J)'.!/之()1111史圧 tこヤhl:rL !e,HII{2叶法 11じ応 j

り） 11•四 l l\ い KU 尤 i こ J,し ヽ •I さ， 1吋；；e＂》"t」,,「/1'll柑 1ヽ‘＇い u文付を出h,It £ → 

記

,II 求展 1i1,, ャ，I¥, 1,, 税 Ji

コ 1'訳ill+ヤ 叫 I口比陀軌

.: •Ku9/"f：ドロ／ る: :口し
•jl 祁 i 任仔

開 Jiい99ぶJ-g： とすろ g• ，，・9 氏名

清＊ ,ヽ,,日し と寸る 5’ げ9ド而

訊ボを i,:.喝 とする

,ir務 d9益u

机閲 i1；ヤ V9 条項

, •9 1F U) 』記 ，1凪下 1(i UI 

和1m1111,J

吐 絡 ！ 心 rtj i¥.c 

同屯．))1:n.,滞納俎分

|tIt梵戌収法弔ILII9条 り）2

口 ，＇む珈閑係,,.,I巴囚

□ 11l鼻し人 U ) 把~射

口涸係，，• V）確詑

ロ 'i'"'他(

通

⑬ 
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（新設）

別紐

枚中枚目

請求対象者氏名・ 住所 【筆頭者氏名 （対象者氏名）•本籍】 一賀表
（平成年月日整理番号 ） 

請求対象者氏名 請求対象者住所

［筆頭者氏名 （対象者氏名）】 【本籍】
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別紙

新旧対照表

【調理要領】

1 （省略）

2 調理要領

(l)~QO) （省略）

改正後

305000-003 戸籍謄本等の交付請求書

⑪ 「請求の対象とする戸籍の筆頭者の氏名」欄には、交付請求の対象とする戸籍の筆

岨者の氏名を表示する。

⑫ 「請求の対象とするこ壁の本籍」欄には、交付請求の対象とする□藍の本籍を表

示する。

⑬ 「請求の対象とする事務の種類」欄には、交付請求を必要とする事務の種類を表

示する。

「国税笠旦滞納処分」を表示する。

⑭ （省略）

⑮ 「利用目的・請求事由」欄は、税務調査等における戸籍記載事項の利用目的を表示

する。

「親族関係の把握」を表示する。

06) （省略）

Q7) 一度に多数の者の戸籍謄本等の交付を請求する際、 1件別に作成するより簡易とな

る場合には、別紙を用いて、交付請求書を作成する。

なお、この場合、割り印を押なつする等により、別紙が交付請求書の一部である

ことを明確にする必要があることに招意する

【謂理要領】

1 （同左）

2 調理要領

(l)~(10) （同左）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

305000-003 戸籍謄本等の交付請求書

(1U 「請求の対象とする氏名」欄には、交付請求の対象とする者の氏名を表示する。

⑫ 「請求の対象とする立の本籍」欄には、交付請求の対象とする立の本籍をヱ表示

する。

⑬ 「請求の対象とする事務の種類」瀾には、交付請求を必要とする事務の種類を表示

する。

「国税滞納処分のため」を表示する。

U4) （同左）

U5) 「戸籍の記載事項の利用目的」欄は、税務調査等における戸籍記載事項の利用目的

を表示する。

「親族関係の把握」を表示する。

06) （同左）

（新設）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月‘lj’ 

305000-012 年金の支給状況等の照会について （新設）

【様式】

平 成0年 0月 0日

00  税務署長 印

年金の支給廿ミ沙区序の原仔姿について

下記の者の国税等の滞納処分のために必要ですので、照会日現在における年金等の支給の状況を下欄にこ嘴ヮ、

の上、 0月0日までに御回答ください。

なお、本件は、国税徴収法第141条に基づく照会です。

記

じ
フリガナ

<1 

氏 名 （男・女）

照会対象者
住所

生年月日 （明治・大正・昭和•平成） 年 月 日
互で午•-_^＿濫号 I I I 1-1 I | 年金ロド

備考

※基灘年金番号・年金コードはわかる場合のみ記載しています。

I 連絡先 I 悶電 ： 話
（内線）

| 
量量

平 成0年 0月 0日

00税 務 署 長 殿

E本年金機構
中央年金センター長

（公印省略）

年金の支給状祝等について（回答）

基礎年金番号・年金コード | I 1-1 I I I | 
年金受給の有無 有・無

直近1年の支給状況

扶養親族申告状況 年金受給有の場合、別添回答票のとおりとなります。
なお、扶養親族申告状況については課税対象者の場合のみ添付しております。

振込先金融機関
口座稲類・番号

口座名義人 上記照会対象者欄のフリガナと相違の場合（ ） 

担保設定の有無等 有 （設定年月日 設定機関名（※） 福祉・政策・沖縄）・無

差押えの有無等 有 （差押年月 E 執行機関名 ）・無

備考

※担保設定機関名は以下のとおりです。

I 連絡先 I | 福祉独立行政法人福祉医療機構

政策日本政策金融公庫

沖縄沖縄振興開発金融公庫
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

305000-012 年金の支給状況等の照会について （新設）

【調理要領】

1 目 的

「年金の支給芸況等の照会について」は、滞納者等に係る年金受給の有無、支給状況

等を日本年金機構に照会するために使用する。

2 調理要領

(1) 「照会対象者」欄に照会対象者の氏名（カナを含む。）、性別、住所、生年月日及び

基礎年金番号・年金コードを記載する。

なお、基礎年金番号・年金コードについては、これらを把握している場合に記載す

る゜
(2) 「連絡先」欄に調査担当者の氏名等を記載する。

（注） 1 基礎年金番号は「基礎年金番号・年金コード」欄の上 10桁 (4桁ー 6桁）、年

金コードは同欄の下4桁に記載する。

2 基礎年金番号のみ把握している場合は、「基礎年金番号・年金コード」欄に基

礎年金番号のみを記載するとともに、「備考」欄に「全ての年金についてご回答

ください。」と記載する。

3 基礎年金番号及び年金コードを把握していない場合は、「基礎年金番号・年金

コード」欄を空欄とし、「備考」欄に「全ての年金についてご回答ください。」と

記載する。
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別紙

【様式】

改正後

305000-083 照会書 (KDDI •携帯電話番号等に基づく照会）

'f 163• 8602 

新宿区西新宿2-3-2kDDIビル

KDDI狂式 紐 fflllltt疇中ンター．＂輪聘士グルーブ

情報管遭センター長 囮

携帯電話関係の照会について
＂晨帯電話蕃号等に基づく契約憤総等煎会用 ）

平成年月 日

税務署長 E 

饂多tt:/l)I::こ，，大変恐縮ですが． 必要ですので．以下の照会（講配対象携帯電話

壽号等の契的者に関する事項について平成 年 月 日までに憚回答願いまず．

※この熙会は． の規定に基づくものです．

1 照会［訊蒼：）対象

口 別）紐のとおり(i!OI縄がある場合は．チェックポックスを■とし．対象者は全て別紐に記既する") )II]紙 ， 枚

携帯電ほ番鼻

（フリガナl
氏名・名杯（屋号）

生年月日 （和暦） 乎成 年 月日

住所・所在地等

2 照会（調査）対象口又は照会（直査）対象期間（いずれかの項目に■を記載の上．口付を記載する．）

口 1111査対象日を指定しない 臼査対象日を指定いよいj1合は譴査口の状況が回答されます．

口調査対象日を指定する 平成 年 月 日

口潤査対象期間を恒定する （自l平成 年 月 日 ー ［室平成 年 月 日

（注lいずれに ●力紀載されていない場合,-i:.111蒼克戴日（期間）を1甘定しないものとして．1111董Bの状況 国箸されます．

3 回笞希望項目！■を記載した項目のみ）

Ill契約111戦
口携帯電話薔号

ロポストペイド．ブリペイド

口翌遵番号．灌種名

121利用状況

ロサービス状111.1111始日．サ＿ビス1!11始日.M約日 （絡了日）．サービス終了日．遜停B.II環日 ．一時休止日

131契約者憤輯

口契約者住所、氏名、生年月 B．連絡先

91 請求先情報

口 1J1求先住所．氏名．遍絡先

151支払情報

□ 支払方法．金融機閲名．支店名、 11金者名 ．種対．口座番号・.クレジット会社名．クレジ・ンけカー・ド番号

161その他回答

口改11!前電話膏号．改養後電話蕃号．その和1111期閲

口 MNP（転出先事業者名・転出BJ

吃 授H噌 9ごが置ヽ IL,_たいた電話91,n...“-..電内L-:い●す
5叩紅9心99ょ．云声内で'21a"Lた葎．交轡子に9"”吝

" 

r運繕箕J
＂目白者 l
l胃＂孟詈号）

税務竃 帥門

な内 1 

新 旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

（新設）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（新設）

別紙

照会年月日 平成年月 13 

照会者 税務著長

ページ 数 枚のうち 枚目

以下の照会（調査）対象携帯宙話番号等の契約者に関する李項について御回答願います。

携帯竜話番号

※照会文書に記載された詞査対象期間や回答希望項目等と同条件で照会されます．
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ 9 lj 

（新設）

別紙

照会年月日 平成 年月 日

照会者 我務署長

ページ数 枚のうち 枚目

以下の照会（鵡査）対象携帯電話番号等の契約者に関する事項について御回答願います。

フリガt:
生年月日 住所

氏名

※照=人--に記載された詞査対象期間や回答希望項目等と同条件で照云Cイし 工 9ロ
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

305000-083 照会書 (KDDI ・携帯電話番号等に基づく照会） （新設）

【調理要領】

1 照会の目的・根拠法令

照会文書の本文中の「 」の空瀾には、「国税等の滞納処分のため」と表示し、

照会（調査）対象、照会（調査）対象期間等を考慮した適切な回答期限を設定する。

また、照会文書の※襴に、根拠条文として「国税徴収法第 141条」を表示する。

2 照会（調査）対象

次表①のとおり、「携帯電話番号」で照会する場合には、「氏名・名称（屋号）、フリ

ガナ」、「生年月日（和暦）」及び「住所・所在地等」の表示は不要である。

なお、「氏名・名称（屋号）、フリガナ」、「生年月 H （和暦）」、「住所・所在地等」で

照会する場合には、次表②又は③の組合せを表示し、「生年月日（和暦）」と「住所・所

在地等」の組合せで表示しない。

ただし、国税徴収法第 141条に基づく照会の場合は、原則として「携帯電話番号」で

照会した場合のみ回答される，「氏名・名称（屋号）、フリガナ」等で照会する場合には、

調査対象者と KDDIとの間に、契約関係があると認めるに足りる相当の理由がある旨

を、照会（調査）対象欄の空欄等に表示する，

また、表示した照会（調査）対象により、 KDDIからの回答内容が異なることに留

意する（次表参照）。

おって、表示に当たっては、以下の「表示上の留意事項」を確認する。

照会（調 照会（調
回答内容（項目）

査）対象 1 査）対象 2

(1) 契約情報（ポストペイド、プリペイド、製造

辺 番号、機種名）
携帯電話 (2) 利用状況（サービス芸態、開始H、サービス

で単記一照載の会 壁
開始日、解約日（終了日）、サービス終了日、通
停日、譲渡日、一時休止 H)

(3) 契約者情報（契約者住所、氏名、生年月日、

互 連絡先）
(4) 請求先情報（請求先住所、氏名、連絡先）
(5) 支払情報（支払方法、金融機関名、支店名、
預金者名、種別、口座番号、クレジット会社名、
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

／／ 
クレジットカード番号）

(6) その他回答（改番前電話番号、改番後電話番
号、その他利用期間、 MNP（転出先事業者名・
転出 B))

(1) 契約情報（壁帯電話番号、ポストペイド、プリ

盆 氏名・名 ペイド、製造番号、機種名）
称（屋号） (2) 利用状況（サービス状態、開始H、サービス

で複四数照のム云
フリガナ 開始B、解約B （終了日）、サービス終了日、通

停日、譲渡日、一時休止日）

生年月日 (3) 契約者情報（契約者住所、連絡先）

直 (4) 請求先情報（請求先住所、氏名、連絡先）
（和暦） (5) 支払情報（支払方法、金融機関名、支店名、

預金者名、種別、口座番号、クレジット会社名、
クレジットカード番号）

(6) その他回答（改番前電話番号、改番後電話番
号、その他利用期間、 MNP（転出先事業者名・
転出 B))

(1) 契約「青報（携帯電話番号、ポストペイド、プリ
ペイド、製造番号、機種名）

(2) 利用状況（サービス悲態、開始H、サービス
開始日、解約日（終了日）、サービス終了日、通

盆 停日、譲渡日、一時休止日）
氏名・名 (3) 契約者情報（生年月日、連絡先）

毯疇可』奮，能、コ
称（屋号） 住所・所 (4) 請求先情報（請求先住所、氏名、連絡先）
フリガ

在地等
(5) 支払情報（支払方法、金融機関名、支店名、

工 預金者名、種別、口座番号、クレジット会社名、
クレジットカード番号）

(6) その他回答（改番前電話番号、改番後電話番
号、その他利用期間、 MNP（転出先事業者名・
転出日））

表示上の留意事項

1 携帯電話番号は、「一（ハイフン）」を記載する。

（例） 090-1234-5678

2 「氏名・名称（屋号）、フリガナ」は、 KDDIに登録された「氏名・名称（屋

号）、フリガナ」と全て一致しなければ、「該当なし」と回答されることに留意す

る（「崎」、「崎」、「碕」等、漢字が複数想定される場合には併記するなどにより

対応する。フリガナは、濁点・半濁点の有無については同ーとして判定されるg)g

3 「氏名・名称（屋号）、フリガナ」及び「生年月日（和暦）」又は「住所・所在

地等」を記載して照会した場合は、検索条件に該当する者全てが回答されること

から、調査対象者と別人の情報である可能性があることに留意する。

- 37 -



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

4 「氏名・名称（屋号）、フリガナ」、「生年月日（和暦）」及び「住所・所在地等」

を全て記載した場合は、全てが一致しなければ、「該当なし」と回答されること

に留意する。

5 外国人の氏名についてはアルファベット（漢字氏名の者は漢字）で記載する，

なお、 KDDIにおける調査に当たってはフリガナが検索キーであることから、

フリガナが複数想定される場合は併記する，

6 「住所・所在地等」は、 KDDIに登録された「住所・所在地等」と全て一致

しなければ、「該当なし」と回答されることから、一つの住所・所在地等に対し

て複数の表記を要するなどにより対応する，

なお、複数表記した場合には、それぞれの住所・所在地等について判定される，

※ 住所表示をハイフン表記した場合（下記(2)）は、一般的な範囲において漢字

表記（下記（1)) と同一とみなされるが、建物名や棟番号表示、部屋番号の有無

などにより判別しにくい場合は完全一致とみなされない場合があることから、

その場合は複数の表記をするなどして対応する。

【複数の表記（例）】

(1) 千代田区霞が関 3丁目 1番 1号霞が関ビル50 1号室

(2) 千代田区霞が関 3-1-1-501

7 支店や営業所などでの契約が想定される場合には、それらの「住所・所在地等」

についても併せて記載することに留意する。

8 クレジット名義人の情報は、 KDDIにおいて保有していないので追加で照会

しないことに留意する。， 既に解約されている契約に係る情報については、解約後 8か月を経過すると削

除されることから、当該契約者について照会した場合には、「該当なし」として

回答される。

3 回答希望項目

項目 内容

(1) 契約情報 プリペイド式（携帯電話）による契約状況の

ポストペイド、プリペイド 迎
ポストペイド：料金の支払いを後払いする方

芸
プリペイド：料金の支払いを前払いする方

式

(2) 利用状況 「開始日」と「サービス開始日」、「解約日（終

サービス状態、開始日、サー 了日）」と「サービス終了日」は、「ポストペイ
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

ビス開始日、解約日（終了日）、 ド契約」・「プリペイド契約」の違いにより呼称

サービス終了日、通停日、譲渡 が異なるものであり、内容に差異はない。

日、一時休止日

(6) その他回答 改番とは、変更手数料を支払って、電話番号

改番前電話番号、改番後電話 を変更すること，

番号、その利用期間 提示された 11桁の番号を選択することや 11

桁のうち下4桁を任意の番号に変更すること

が可能。

(6) その他回答 MNP （携帯番号ポータビリティー）とは、

MNP（転出先事業者名・転 携帯電話事業者を変更しても、電話番号を変更

出日） せずに使えるようにする制度。

KDDIに割り当てられた携帯電話番号の

契約者が他事業者へ転出した状況について把

握することが可能。

4 その他の留意事項

照会（調査）対象が複数にわたる場合は、別紙に照会（調査）対象を表示することと

し、照会文雷には表示しない。

この場合においては、照会文書の「口 別紙のとおり」にチェックを入れるとともに、

添付する別紙の枚数を表示す生また、 1枚の照会文言に両者の別紙を合わせて添付せ

ず、それぞれ照会文書を作成する。

なお、別紙を添付する際には、様式の右上に、①照会年月日、②税務署長名及び③別

紙の枚数・別紙のページ番号（例： 5枚のうち 1枚目 など）を表示する。

おって、別紙の様式は、上記の留意事項を踏まえた上で、適宜の様式を使用しても差

し支えない。

-39 -



別紙

【様式】

新旧対照表

改正後

305000-084 照会書 (KDDI •メールアドレス変更履歴照会）

〒163-8502

新宿区西新宿2-3ー2KDDIビル
平成年月日

KOOi株式会社 ttlll'1l理センター情藷臓会グルーブ

情報菅理センター長 殿 税務署長 E[| 

携帯電話関係の照会について
（メールアドレスの変更履歴照会用）

御多忙のところ大変恐縮ですが、 必要ですので、以下の照会（器歪）対象携帯電話

番号のメールアドレスの変更履歴に関する事項について平成 年 月 日までに御回答願います．

※この照会は、

携帯電話番号
照会（調査）

対 象 1 照会（調歪）
対象期間

携帯電話番号

鯰 （庫 ）I 
対 象 2 照会（詞歪）

対象期間

携帯電話番号

照会（謂査）1 
対 象 3 照会（調査）

対象期問

の規定に基づくものです。

（自）平成年月 日～ （至）平成年月 日
9.］ ｛昭全文書の＃行日）

（自）平成年月日～ぽ）平成年月日
「阿．T警の保行日）

（自）平成＿ 年＿ 月＿ 日 ～ （至）平成年月 日

｛注） 照会文書の発行日から遡って3月 以内の任雹のBを記誼する 1回答されるのは講迂日から週って3月以内•1) 状況となる。）．

；；・税程鵞Iユじ掛,,いただいた宣話は． 0蔚斉直で碁某内していま一9
お問合Uの防li.E咋内で '9」な選11:Lた&.交嶋手i・ー，勺怜畠g
と担門 r.;_•お伝え 9 ださい

〔遍格先J 税務署
（担当者）

［電話番号］ 一 一

部門

（内 ）

（新設）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

305000-084 照会書 (KDDI ・メールアドレス変更履歴照会） （新設）

【調理要領】

1 照会の目的・根拠法令

照会文壽の本文中の「 」の空欄には、「国税等の滞納処分のため」と表示し、

照会（調査）対象、照会（調査）対象期間等を考慮した適切な回答期限を設定する。

また、照会文薯の※欄に、根拠条文として「国税徴収法第 141条」を表示する。

2 照会（調査）対象メールアドレス

1枚の照会文書につき、 1つの照会（調査）対象メールアドレスを表示する。複数の

メールアドレスについて照会（調査）する場合は、新たに照会文書を作成するものとし、

別紙の添付はしない。照会文書を複数枚作成した場合は、照会文書をまとめて送付して

差し支えないが、照会文書の枚数分の返信用封筒を同封するものとする。

なお、照会（調査）対象メールアドレスに係るフリガナは、「 l （ローマ字のエル）」

及び「 1（数字のイチ）」を記載した場合にのみ、それぞれ「エル」、「イチ」と記載する。

メールアドレスの「＠」以下は、「＠ezweb.ne.担」又は「＠＊＊＊＊＊＊＊＊＊． biz.ezweb. ne.氾」

となる。

※ 「@＊*＊＊＊＊＊＊＊． biz.ezweb.ne.jp」(「＊＊＊＊＊＊＊＊＊」には、半角英数字及び— （ハイフ

ン）が入る。）となるのは、事業者向けのサービスであり、法人や一定規模以上の個

人事業者が契約して利用できるアドレスである。

3 照会（調査）対象期間

KDDIにおける調査日から遡って 3月以内の期間において照会可能であるため、回

答が必要な期間を表示する，

照会（調査）対象期間の開始日が、調査日から遡って 3月より前の日であっても、調

査日から遡って 3月以内の期間について回答される。ただし、照会（調査）対象期間の

全体が調査日から遡って 3月より前の場合は、当該照会文書は受付されず返送される。
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新旧対照表

改正後

305000-085 照会書 (KDDI •メールアドレスに基づく照会）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

（新設）

【様式】

〒 163-8502

新宿区亜新宿2-3-2 KDDIビル

KDDf院式会社慣転胃疇センター情輯閂会グルーフ＇

情輯管理センター長 殿 蒻豆日

携帯雷話関係の照会について
（メールアドレスに碁づ（契約情報寄煎会用）

碑多忙のところ大変恐縮ですが． 必要ですのでJ込下の照会 （閲査）対象メールアド

レスの照会（譴査）対象期間内における契約者に閲する事項について平成 年 月 臼までに

嶺回笞願います．

※ この照会は． の規定に基づくものです．

1 照会（綱逗）対象メールアドレス

二

平成年 月 B 

ー

]
le

 
n
 

b
 

e
 

w
 

之e
 

）
 

く注） フリガナについては．n《ローマ字のエル）,.r・,（歎字の 9〉」を記載した場合にのみ．それぞれ「エル」．rイチJと記載する．

2 煕会（訊 奎対象期問

I国）平成年月 日～ ｛至l平成年 月日
- - - （注l

（照会文書の発行日）］

（注l票全文●の発行 Elから囀って3月以内の任拿のElを記載する<l!!l吝されるのは鵡章Elから嘉つて3J!I以内の状烹となる．i’’

3 回答希望1員自 （口頃に「■Jを記戯した項目のみ）

｛1)契約惰輯

口 携帯電話番号

ロポストベイド．ブリペイド

口製 造蓄号．復種名

(2)利用状況

ロ サーピス状患．1111始B．サービス開始a．解約町終了日）． サーピス終了日、通停13、Ill渡日、一峙休止El

13)契約呑情報

口契約者住所．氏名．生年月 13．遅絡先

14)穎求先情穀

□ ni求先住所．氏名．運絡先

(5)支払情報

口 支払万法．舎尉疇聞名．支店名．預金書名．曲 ．口座蕃号．クレジット童lt名．クしジッ..カード番号

{6)その他回答

口 改番前電話醤号．改撮後電ほ番号、その利用期間

MNP（転出先事業者名・転出 13)

「月屈苔竺梵芯芯；？芯宕芯k| ［遅絡兜J 税務鴫

（担当害J
（電廷醤号J - -

籾門

（内 ）
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

305000-085 照会書 (KDDI ・メールアドレスに基づく照会） （新設）

【調理要領】

1 照会の目的・根拠法令

照会文壽の本文中の「 」の空欄には、「国税等の滞納処分のため」と表示し、

照会（調査）対象、照会（調査）対象期間等を考慮した適切な回答期限を設定する。

また、照会文薯の※欄に、根拠条文として「国税徴収法第 141条」を表示する。

2 照会（調査）対象

1枚の照会文書につき、 3件まで照会を行うことができる。

4件以上について照会（調査）を行う場合は、新たに照会文書を作成するものとし、

別紙の添付はしない。照会文書を複数枚作成した場合は、照会文書をまとめて送付して

差し支えないが、照会文書の枚数分の返信用封筒を同封するものとする。

(1) 携帯電話番号

調査対象の携帯電話番号を記載する。携帯電話番号は、「ー （ハイフン）」を記載

する。

（例） 090-1234-5678

(2) 照会（調査）対象期間

KDDIにおける調査日から遡って 3月以内の期間において照会可能であるため、

回答が必要な期間を記載する。

照会（調査）対象期間の開始日が、調査日から遡って 3月より前の Hであっても、

調査日から遡って 3月以内の期間について回答されなただし、照会（調査）対象期

間の全体が調査日から遡って 3月より前の場合は、当該照会文書は受け付けされず返

送される。
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改正後

（削除）

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

306010-070 登録の目的等（自動車の登録）

【様式】

-44 -

登録の目的等

自こここ］ 車台番号

口差押登録 口参加差押登録
口抵当権付債権差押登録
口差押登録抹消登録

（平成 年 月 H受理第 号）
口参加差押登録抹消登録

（平成 年 月 H受理第 号）
口抵当権付偕権差押登録抹消登録

（平成 年 月 日受理第 号）
口所有権移転登録

（平成 年 月 日受理第 号）

登録の目的に 抹消登録
（平成 年 月 H受理第 号）

口 抹消登録
（平成 年 月 日受理第 号）

口抵当権設定登録 口根抵当権設定登録
口抵当権担保物件追加設定登録

（平成 年 月 13受理第 号）
口抵当権設定登録抹消登録

（平成 年 月 H受理第 号）
口根抵当権設定登録抹消登録

（平成 年 月 13受理第 号）

平成 年月 H 
口滞納処分による差押え
口滞納処分による参加差押え

登録の開因 口滞納処分による抵当権付債権差押え
口差押解除 □参加差押解除 口抵当権付債権差押解除

及 び □公売処分による売却決定
□平成 年度 税及びその附帯税について の猶予による担保徴取

その日付 □平成 年 月 日以後に課される 税について保全担保徴取
□平成 年度 税及びその附帯税について平成 年 月 日の

猶予による追加担保徴取
口担保解除

債権額

債務者

口差押調書謄本 口差押解除通知書謄本
口参加差押調書謄本 □参加差押解除通知書謄本
口売却決定通知苦 □配当計算書謄本

添付書類 I口担保提供書謄本 □保全担保提供書謄本
口保全担保に係る抵当権設定通知書謄本及び納税者に到達したことを証する書面
口担保解除通知書謄本

ロ



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

（削除） 306010-070 登録の目的等（自動車の登録）

【謂理要領】

1 目 的

「登録の目的等」は、自動車に係る登録の嘱託をする場合に、その嘱託の目的等を明

らかにするために作成し、登録嘱託毒（自動車の登録及び検査に関する申請壽等の様式

を定める省令の第 6号様式）に添付する。

2 調理要領

(1) 「登録の目的」欄は、該当する箇所にV印を付する。

なお、差押え等の抹消登録又は抵当権設定等の抹消登録の場合には、それぞれ差押

え等又は抵当権設定等の登録年月日及び受理番号を、抵当権等担保物権の追加設定登

録の場合には、当初の抵当権設定等の登録年月日及び受理番号を記載する。

(2) 「登録の原因及びその日付」欄は、登録の原因の日付を記入し、その原因の該当箇

所にV印を付するとともに、所要の事項を記載する，

(3) 「債権額」欄は、抵当権設定又は根抵当権設定の登録の嘱託をする場合に、次に掲

げる金額を記載する。

イ 抵当権設定の登録の嘱託の場合には、猶予をした国税の額と猶予期限までに確定

すると見込まれる延滞税の額との合計額

ロ 根抵当権設定の登録の嘱託の場合には、債権極度額である「保全担保提供命令書」

又は「保全担保に係る抵当権設定通知書」の「担保される金額」欄に記載された金

堕

(4) 「債務者」欄は、納税者の住所及び氏名を記載する，

(5) 「添付書類」襴は、該当する箇所にV印を付する。

なお、同一の陸運支局長等に対して同時に 2両以上の自動車の登録を嘱託する場

合に、登録の目的及び原因が同一であるときには、そのうちの 1件に添付書類を添

付し、他の用紙に「自動車登録番号0000の書類を援用」と記載する。

（注） 添付書類のうち「保全担保に係る抵当権設定通知薔が納税者に到達したこ

とを証する書面」については、徴基通第 158条関係 12を参照のこと，
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新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

306012-001 登録事項等証明書交付請求書 （新設）

【様式】
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改 正 後 改 正 月‘lj’ 

306012-001 登録事項等証明書交付請求書 （新設）

【調理要領】

1 目 的

「登録事項等証明害交付請求壽」（以下「交付請求蕃」という。）は、自動車に係る登

録事項等証明壽の交付を請求する場合に使用する。

2 調理要領

(1) 交付請求書を記載するときは、請求すべき事項を記載した上、所要の文字又は数

字を鉛筆で記入する。

(2) 「①業務種別」欄は、「 5」と記載する。

(3) 「②手数料」欄は、「 1」と記載する。

(4) 「⑬証明葺」欄は、滞納処分の執行上特に支障がないときは、現在の事項（「 1」）

について請求する。

なお、詳細登録事項等証明贄の交付を請求する場合には、「 2」と記載する。

(5) 「⑳自動車登録番号」欄

「支局等表示文字」、「分類番号」、「仮名文字」及び「番号」について、自動車登

録番号標に記載されている事項に基づいて記載する。

記入例品 川 3 0 0 さ 1 2 3 

回町「リ饂同同屯mm回同

(6) 宛先及び送付先は、次表のとおりであること。

なお、登録事項等証明書の交付請求は、最寄りの運輸管理部、連輸支局、自動車

検査登録事務所又は沖縄総合事務局各事務所においてもすることができる（道路運

送車両法施行令 15条 2項 1号、自動車登録規則 30条 2項）。
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

宛 先 送付先

所轄の地方連輸局連輸支局長 左に同じ

（例えば、 00運輸局△△運輸支局長） ただし、使用の本拠の位置が自動車検査登録事務所

の管轄区域に属する場合には、その自動車検査登録

事務所長（例えば、△△運輸支局□口自動車検査登
録事務所長）

沖縄県にあっては、沖縄総合事務局各事務所長

(7) 様式の印刷に当たっては、紙質等について国土交通大臣の定める基準に適合するも

のである必要があることから、国税庁から別途配付する用紙を使用し、折損又は汚損

しないように留意する。

なお、従来使用していたOCRシートも引き続き使用できる。
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新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

306012-002 登録嘱託書 （新設）

【調理要領】

1 目 的

「登録嘱託壽」は、自動車の差押え等の登録の嘱託、抵当権付債権の差押えの登録

の嘱託、差押え等の登録の抹消登録の嘱託、抵当権付債権の差押えの登録の抹消登録

の嘱託、公売処分による所有権移転の登録の嘱託及び換価に伴い消滅する権利に係る

登録の抹消登録を嘱託する場合並びに自動車について抵当権の設定の登録の嘱託、根

抵当権の設定の登録の嘱託、抵当権担保物件追加設定登録の嘱託、抵当権設定登録の

抹消登録の嘱託及び根抵当権設定登録の抹消登録を嘱託する場合に使用する。

2 調理要領

(1) 自動車 1両ごとに 1枚作成する。

(2) 「⑦自動車登録番号」欄は、「登録事項等証明書交付請求葺」（様式 306012-001)

（以下「交付請求贄」というg) の調理要領(5)と同様に記載するg

なお、差押え等の登録がされている自動車又は抵当自動車（税務署長が抵当権設

定の登録をした自動車をいう。）について運輸支局等から自動車登録令第 44条の規

定による自動車登録番号の変更の通知があり、その後に差押え等の登録の抹消登録、

換価による権利移転の登録又は抵当自動車の担保物処分による差押登録の嘱託をす

るときは、変更後の自動車登録番号を記載する。

(3) 「⑧車台番号」欄は、下 7桁を記載する。

記入例車台番号 ABC12-2 1 2 3 4 5 6 

国国国国国回回
(4) 「⑰嘱託者の名称」欄は、嘱託者の名称を記載する，

記入例麹町税務署長

厘］石］屠］直］h玉］ロロロロロロロロロロロロロロ
(5) 「⑯債権者又は抵当権者の氏名又は名称」欄は、抵当権及び根抵当権の設定の登

録を嘱託する場合に記載するものであり、この場合には「財務省」と記入する。

記入例財務 省

-50 -



別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月‘lj’ 

国直］国ロロロロロロロロロロロロロロロロロ
(6) 「⑬債権者又は債務者の住所」欄は、抵当権及び根抵当権の設定の登録を嘱託す

る場合における債務者の都道府県コード等を記入する。

なお、都道府県コードは、嘱託先の運輸支局等に照会の上記載する。

記入例東京都千代田区霞が関 3丁目 1番 1号

日日日日日日日ロロロロロ―□日一且且旦且旦旦旦旦旦旦且旦旦旦旦且旦旦旦じ旦旦
(7) 「⑳債務者の氏名又は名称」欄は、抵当権及び根抵当権の設定の登録を嘱託する

場合に記載する。

記入例株式 会 社 国 税

国国玉直］直］屠］□ロロロロロロロロロロロロロ
(8) 「⑩抵当権設定通知年月日」欄は、徴収法第 158条第 5項の「第 3項の書面が同

項の納税者に到達したことを証する書面」に記載されている年月日を記入する。

記入例平成 28年 11月 2日

口国国囚囚凪国
(9) 「⑪極度額」欄は、①抵当権の設定の登録の嘱託をする場合には、「登録の目的

等（自動車の登録）」（様式 306012-003) （以下「登記の目的等」という。）の調理

要領(3)のイの金額を、②根抵当権の設定の登録の嘱託をする場合には、「登録の目

的等」の調理要額(3)の口の金額を、それぞれ記入する。

M) 「登録権利者」欄は、差押え及び参加差押えの解除に伴う差押登録、参加差押え

及び抵当権付債権の差押登録、抵当権設定登録又は根抵当権設定登録の抹消登録を

嘱託する場合、差押登録、参加差押登録、抵当権付債権の差押登録、抵当権設定登

録又は根抵当権設定登録の時における自動車登録ファイル上の登録名義人（納税

者）の住所及び氏名又は名称を記載する。

(11) 「登録の原因とその日付」欄は、「登録の目的等」に記載済みと記載する。

(12) 「登記嘱託書」の宛先等は、「交付請求書」の調理要領の(6)に準ずる。

(13) 差押え等の登録の嘱託をする場合は、「差押調書謄本」又は「参加差押調書謄本」

を添付する。

(14) 抵当権設定の登録を嘱託する場合は、「担保提供書（謄本）」（様式 307010-087) を
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改 正 後 改 正 月̀'IJ 

添付する。

なお、これについては、抵当権の設定の登録をした後に、同一の国税を担保する

ための他の自動車について抵当権の設定の登録を嘱託する場合（以下「抵当権担保

物件追加設定登録の嘱託」という，）も同様であるが、前の登録を表示するに足る事

項を記載する（自動車登録令 53条）2

(15) 保全担保（徴収法 158条）として根抵当権を設定しその登録の嘱託をする場合は、

「保全担保提供壽（謄本）」（様式 310000-016)又は保全担保に係る抵当権設定通知

書謄本及びその通知書が納税者に到達したことを証する書面（徴収法 158条5項）を

添付する。

(16) 抵当権又は根抵当権の設定の登録の抹消登録を嘱託する場合は、「担保（一部）解

除通知書（謄本）」（様式 307010-096) を添付する。

(17) 自動車を目的とする抵当権付債権を差し押さえた場合に、その債権の差押えの登録

の嘱託をするときは、「差押調書謄本」を添付する。

(18) 自動車を目的とする抵当権付債権の差押えを解除した場合に、その差押えの登録の

抹消登録を嘱託するときは、差押解除通知書謄本を添付する，

~9) 様式の印刷に当たっては、紙質等について国上交通大臣の定める基準に適合するも

のである必要があることから、国税庁から別途配付する用紙を使用し、折損又は汚損

しないように留意する。

なお、従来使用していたOCRシートも引き続き使用できる。
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改 正 後 改 正 月̀'IJ 

306012-003 登録の目的等（自動車の登録） （新設）

【様式】

1 目 的

「登録の目的等」は、自動車に係る登録の嘱託をする場合に、その嘱託の目的等を明

らかにするために使用し、「登録嘱託壽」（様式 306012-002) に添付する。

2 調理要領

(1) 「登録の目的」欄は、該当する箇所にV印を付する。

なお、差押え等の抹消登録又は抵当権設定等の抹消登録の場合は、それぞれ差押え

等又は抵当権設定等の登録年月日及び受理番号を、抵当権等担保物権の追加設定登録

の場合は、当初の抵当権設定等の登録年月日及び受理番号を記載する。

(2) 「登録の原因及びその日付」欄は、登録の原因の日付を記入し、その原因の該当箇

所にVEnを付するとともに、所要の事項を記載する。

(3) 「債権額」欄は、抵当権設定又は根抵当権設定の登録の嘱託をする場合に、次に掲

げる金額を記載するg

イ 抵当権設定の登録の嘱託の場合には、猶予をした国税の額と猶予期限までに確定

すると見込まれる延滞税の額との合計額

ロ 根抵当権設定の登録の嘱託の場合には、債権極度額である「保全担保提供命令書」

又は「保全担保に係る抵当権設定通知書」の「担保される金額」欄に記載された金

壁

(4) 「債務者」欄は、納税者の住所及び氏名を記載するg

(5) 「添付書類」欄は、該当する箇所に／印を付する，

なお、同一の陸運支局長等に対して同時に 2両以上の自動車の登録を嘱託する場

合に、登録の目的及び原因が同一であるときには、そのうちの 1件に添付書類を添

付し、他の用紙に「自動車登録番号0000の書類を援用」と記載する。

（注） 添付書類のうち「保全担保に係る抵当権設定通知書が納税者に到達したこ

とを証する書面」については、徴基通第 158条関係 12を参照のこと。

(6) 差押え等の登録がされている自動車又は抵当自動車（署長等が抵当権設定の登録を
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

した自動車をいう。）について、運輸支局等から自動車登録令第 44条の規定による自

動車登録番号の変更の通知があった場合で、その後に差押え等の登録の抹消登録、換

価による権利移転の登録又は抵当自動車の担保物処分による差押登録の嘱託をする

ときは、「自動車登録番号」の欄には、変更後の自動車登録番号を記載する2
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別紙

新旧対照表

改正後

307010-005-1 財産目録

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-005-1 財産目録

【様式】 【様式】

‘’ー→`
9‘ ‘‘ 
{ ¥ 
， 収 ●印 ，

｀＇  ‘、、、

‘̀----9’‘ 

|整田号 II I I I | 1 | I 整理番号 1 1 | | 1 | | | 

財 産 目 録

’ヽ’---```‘ 
:‘‘・  

0受印 ＇ ， ．  
¥ ，9 

‘̀ ̀  ~ • 9’ 
9‘ 財 産

平成年月日

1 住所・氏名等

ビ
録

平成年月 H 

二
1 住所・氏名等

ロ
目

二
2 財産の状況

円

住所

2 財産の状況

（1) 預貯金等の状況

金融 捺関 等の 名称

手持ち現金

預貯金等

£と

環金

（2) 売掛金・貸付金等の状況

売掛先等の名称

(3) その他の財産の状況

財 産 の 種 類 相保等
置ちに納付に
文てられる金霧I

国債•株式等 ロ
m 

不動産等 ロ
ロ

車 同 口
円

その他財度 ロ
（敷金、保証金、保険等） ロ

合計 (B)
円

(4) 借入金・買掛金の状況

借入先等の名称 l 借入金等の金額 l月額返済額 I返汗い（文払） 追加借入
年月 1 の可否 l担保提供財哉等

円—• • • ·—.....—.....—· •一 ． 一• • • •, ＿五..,一•.．．,＿．．．．, ＿ _．．．．；―••••;•□"＂7'; 

円

1 当面のヤヨ叶行令筍1
項 日 金 額 内 容

斎I 事業支出 円

: I ! 生活費
【扶養囀9和 人］

（餡人の揚合のみ）
円

収入見込 円

（支：出見込）ー（収入見込） （C) 円マイナスになった場合は0円

4現在拍付可非行令而
※(C)は、下記土「当面の必委資金額」欄へ転記

ト一ー 」の出甲可平斉今噌戸ニエ年コ― ・ ＿笠 ＿可・ ＿1 亡二 I コ1

※(D)は、●請者のaf現在納付可能資金餌」欄へ転記

財 産 の 種 ,. 和保等
直ちに納付に
史てられる●霞I

国鍍•株式等 ロ 円

不動産 等 ロ 円

車 両 ロ 円

その他財臨 ロ 円
（敷金保証金、保験等）

合~計 (B) 円

(a) その他の財産の状況

(4) 債入金・貿掛金の状況

備入先等の名称 l借入金等の金額

円

＿
円

＿
円

担保提供財産等

| -― 五l― の当三-畜竺飽 （ロ - - ． 二納付工盗2.. 皿-.三＼／巳」
C9  "’ 

項 目 金 額 内 ，，， 

支出 ＇ l 事業支出 Pl 

： ! 生活賣
［扶養親族 人1

（饂人の場合のみ）
Pl 

収入見込 Pl 

（支出見込）一（収入見込） （C) 円マイナスになった樟h合は0円

※(C)Iょ、上記主旦し「当面の必饗資金顕」濯へ転記

X(D]は．寧芍青の③「琲在納付可熊青金額 l襴へ転記
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別紙

新旧対照表

【調理要領】

1 （同左）

2 調理要領

(1) • (2) （同左）

（削除）

改正後

307010-005-1 財産目録

(3) 「3 当面の必要資金額」欄

二 「事業支出」欄

提出日からおおむね 1月以内に支出する、納税者の事業の継続のために必要不可

欠な金額及びその主な内容を記載する。

なお、提出日からおおむね 1月を超える期間における支出のために資金手当てを

しておかなければ、その事業を継続することができなくなると認められる場合等に

おいては、必要最小限度の範囲内の所要資金を算定して、この欄の金額に含める。

（注） 1 納税者が給与所得者、年金所得者などの事業を行っていない個人である場

合は、この欄の金額は 0円となる。

2 提出日から 1月以内において、資金繰りが最も窮屈になると見込まれる日

が明らかである場合は、その日までの支出見込金額を記載して差し支えな

し‘。

ロ 「生活費」欄（個人の場合のみ）

猶予通達 64(2)《生活の維持のために通常必要とされる費用の額》により記載す

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

【調理要領】

1 （同左）

2 調理要領

307010-005-1 財産目録

(1) • (2) （同左）

(3) 「3 現在納付可能資金額」欄

イ 「①当座資金額 ((A)+(B)）」欄

次の金額の合計額を記載する。

（イ） 「2(1) 預貯金等の状況」欄の「預貯金等合計(A)」欄の金額

(n) 「2(3) その他の財産の状況」欄の「合計(B)」欄の金額

ロ 「②当面の必要資金額（（C)）」欄

次のとおり、「『②当面の必要資金額』の内容」欄において計算した金額を記載す

る
゜

皇 「事業支出」欄

提出日からおおむね 1月以内に支出する、納税者の事業の継続のために必要不

可欠な金額及びその主な内容を記載する。

なお、提出日からおおむね 1月を超える期間における支出のために資金手当て

をしておかなければ、その事業を継続することができなくなると認められる場合

等においては、必要最小限度の範囲内の所要資金を算定して、この欄の金額に含

める。

（注） 1 納税者が給与所得者、年金所得者などの事業を行っていない個人である

場合は、この欄の金額は 0円となる。

2 提出日から 1月以内において、資金繰りが最も窮屈になると見込まれる

日が明らかである場合は、その日までの支出見込金額を記載して差し支え

なし‘。

塁 「生活費」欄（個人の場合のみ）

猶予通達 64(2)《生活の維持のために通常必要とされる費用の額》により記載
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

る。 する。

ノ‘ 「収入見込」欄 塁 「収入見込」瀾

提出日からおおむね 1月以内に入金予定の事業収入、給与収入その他の収入金額 提出日からおおむね 1月以内に入金予定の事業収入、給与収入その他の収入金

及びその主な内容（給与収入の場合は支給者の名称・所在地、事業収入の場合は取 額及びその主な内容（給与収入の場合は支給者の名称・所在地、事業収入の場合

引先の名称・所在地等）を記載する。 は取引先の名称・所在地等）を記載する。

（注） 提出日から 1月以内において、資金繰りが最も窮屈になると見込まれる日が （注） 提出日から 1月以内において、資金繰りが最も窮屈になると見込まれる日

明らかである場合は、その日までの収入見込金額を記載して差し支えない。 が明らかである場合は、その Hまでの収入見込金額を記載して差し支えな

vヽ゚
. ~ 「（支出見込）ー（収入見込） （C)」欄 旱 「（支出見込）ー（収入見込） （C)」欄

次により計算した金額（マイナスの場合は、 0円とする。）を記載し、この欄の 次により計算した金額（マイナスの場合は、 0円とする。）を記載し、この欄

金額を「②当面の必要資金額」欄に転記する。 の金額を「②当面の必要資金額」欄に転記する。

| 「事業支出」欄の金額 I+ | 「生活費」欄の金額 I-I 「収入見込」欄のI | 「事業支出」欄の金額 I+ | 「生活費」瀾の金額 I-| 「収入見込」欄のI

旦亘］ 厄
（削除） ノ‘ 「③現在納付可能資金額（①一②）」欄

「①当座資金額 ((A)+(B)）」欄から「②当面の必要資金額（（C)）」欄の金額

を差し引いた金額を記載する。

(4) 「4 現在納付可能資金額」欄 （新設）

イ 「①当座資金額（（A)+(B)）」欄

次の金額の合計額を記載する。

（イ） 「2(1) 預貯金等の状況」欄の「預貯金等合計(A)」欄の金額

(n) 「2(3) その他の財産の状況」瀾の「合計(B)」欄の金額

ロ 「②当面の必要資金額（上記 (C) から転記）」欄

「3 当面の必要資金額」欄の「（支出見込）一（収入見込） （C)」欄の金額

ノ‘ 「③現在納付可能資金額（①―②) （D)」欄

「①当座資金額（（A)+(B)）」欄から「②当面の必要資金額（上記 (C)から転

記）」欄の金額を差し引いた金額を記載する。

国各欄に記載しきれない場合は、適宜の用紙に記載する。 出各欄に記載しきれない場合は、適宜の用紙に記載する。

迎 この書類を受理したときは、総務課に回付して、収受日付印の押なつを受ける。 且 この書類を受理したときは、総務課に回付して、収受日付印の押なつを受ける。
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別紙

新旧対照表

【調理要領】

1 （省略）

2 調理要領

(1)~(8) （省略）

(9) （省略）

イ （省略）

改正後

307010-006 納税の猶予申請書（相互協議）

ロ 移転価格課税に係る法人税のうち納税の猶予を受けようとする金額が租特法笙

40条の 3の3第3項、同法第66条の4第8項第 1号又は同法第 68条の 88第8項

に掲げる更正決定により納付すべき法人税の額であること及び当該法人税の額が

相互協議の対象となるものであることを明らかにする書類

【謂理要領】

1 （同左）

2 調理要領

(1)~(8) （同左）

(9) （同左）

イ （同左）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-006 納税の猶予申請書（相互協議）

ロ 移転価格課税に係る法人税のうち納税の猶予を受けようとする金額が租特法笙

66条の4第 16項第 1号又は同法第 68条の 88第 16項第 1号に掲げる更正決定に

より納付すべき法人税の額であること及び当該法人税の額が相互協議の対象とな

るものであることを明らかにする脅類
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-016 納税の猶予許可決議書（相互協議） 307010-016 納税の猶予許可決議書（相互協議）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-017 納税の猶予許可決議書（相互協議） （副本） 307010-017 納税の猶予許可決議書（相互協議） （副本）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-018 納税の猶予許可通知書（相互協議） 307010-018 納税の猶予許可通知書（相互協議）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

307010-016 納税の猶予許可決議書（相互協議） 307010-016 納税の猶予許可決議書（相互協議）

307010-017 納税の猶予許可決議書（相互協議） （副本） 307010-017 納税の猶予許可決議書（相互協議） （副本）

307010-018 納税の猶予許可通知書（相互協議） 307010-018 納税の猶予許可通知書（相互協議）

【調理要領】 【調理要領】

「納税の猶予許可決議書（相互協議）」 「納税の猶予許可決議書（相互協議）」

1 目 的 1 目 的

「納税の猶予許可決議壽（相互協議）」は、下の表に掲げる規定により、納税の猶予 「納税の猶予許可決議替（相互協議）」は、租特法第 66条の4の2第 1項又は同法第

を許可する場合に使用する。 68条の 88の2第 1項の規定により、納税の猶予を許可する場合に使用する。

項番 該当条項 （新設）

1 租税特別措置法第40条の 3の4第 1項

2 
租税特別措置法第41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条

の3の4第 1項準用）

3 租税特別措置法第 66条の4の2第 1項

4 
租税特別措憤法第 66条の4の3第 11項（租税特別措置法第 66条

の4の2第 1項準用）

5 
租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の4

の2第 1項準用）

6 租税特別措置法第 68条の 88の2第 1項

7 
租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措僅法第 68

条の 88の2第 1項準用）

2 鯛理要領 2 調理要領

(1) この帳粟は、徴収システムの「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面から作 （新設）

成するg

皇 （省略） 山 （同左）

凶 「猶予税額」欄は、上記画面で入力した国税を表示する。 （新設）

(4) 「猶予期間」欄および「該当条項」欄は、上記画面の「該当条項」欄で選択した条 （新設）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である

改 正 後 改 正 月‘lj’ 

項に応じて定型文言を表示する。

なお、当該画面において「上記以外」を選択した場合は、各定型文言の条項部分

を「別紙該当条項」と表示するため、徴収システムの様式ファイルダウンロードか

ら『別紙「該当条項」』をダウンロードの上調理し、決議壽に添付する。

（削除） 盆 この帳票は、「財産目録（別紙横）」、「猶予決議（別紙猶予税額）及び「猶予決

議（別紙納付計画）」を添付する。

（削除） 凶 一部不許可を行う場合の処分理由附記については、以下のとおり定型文言を記載

する。

年 月 日付で納税の猶予申請があった貴社の国税については、下

記のとおり許可しましたから、租税特別措置法第 66条の4の2第4項（租税特

別措置法第 68条の 88の2第4項）の規定により通知します。ただし、別紙「処

分理由」により、猶予申請に係る国税のうち一部の国税については納税の猶予

を許可できません。

また、併せて別紙を添付して記載する。

「納税の猶予許可通知書（相互協議）」 「納税の猶予許可通知書（相互協議）」

1 目 的 1 目 的

「納税の猶予許可通知書」は、納税の猶予許可決議により納税の猶予を許可した場合 「納税の猶予許可通知書」は、上記により納税の猶予を許可した場合に、租特法第

に、下の表に掲げる規定により、その旨を納税者に通知するために使用する。 66条の4の2第4項又は同法第 68条の 88の2第4項の規定によりその旨を納税者に

通知するために使用する。

項番 該当条項 （新設）

1 租税特別措置法第 40条の 3の4第4項

租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別
2 

措置法第 40条の 3の4第4項準用）

3 租税特別措置法第 66条の4の2第4項
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別
4 

措置法第 66条の4の2第4項準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置
5 

法第 66条の4の2第4項準用）

6 租税特別措置法第 68条の 88の2第4項

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特
7 

別措置法第 68条の 88の2第4項準用）

2 調理要領 2 調理要領

(1) （省略） (1) （同左）

(2) 柱書には、徴収システムの「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面の「該当 （新設）

条項」欄で選択した条項に応じて定型文言を表示する。

なお、一部不許可を行う場合は、本様式（別紙「処分理由」を含む。）をシステム

から出力することができないため、手書きで作成することに留意するg

※ 「（通知条項）」には、「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面の「該当条項」

欄で選択した条項に応じた通知条項が印字され、同画面で「上記以外」を選択し

た場合は「別紙該当条項」と印字される。

(3) 「上記以外」を選択した場合の調理については上記「納税の猶予許可決議書（相互

協議）」に準ずる。

納税者に対する「納税の猶予許可通知書（相互協議）」は、裏面に「不服申立て又 盆納税者に対する「納税の猶予許可通知書（相互協議）」は、裏面に「不服申立て又

は取消しの訴えの提起に関するお知らせ」が印字される。 は取消しの訴えに関するお知らせ」が印字される。

止 （省略） 凶 （同左）
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別紙

新旧対照表

改正後

307010-019納税の猶予許可通知決議書（相互協議・保証人等用）

【様式】

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-019納税の猶予許可通知決議書（相互協議・保証人等用）

【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-020納税の猶予許可通知書

【様式】

（相互協議・保証人等用） 07010-020納税の猶予許可通知書 （相互協議・保証人等用）

【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

307010-019納税の猶予許可通知決議書（相互協議・保証人等用） 307010-019納税の猶予許可通知決議書（相互協議・保証人等用）

307010-020納税の猶予許可通知書（相互協議・保証人等用） 307010-020納税の猶予許可通知書（相互協議・保証人等用）

【調理要領】 【謂理要領】

1 目 的 1 目 的

「納税の猶予許可通知薔（保証人等用）」は、以下の表に掲げる規定により納税の猶 「納税の猶予許可通知吾（保証人等用）」は、租特法第 66条の 4の2第 1項又は同法

予を許可する場合に、保証人及び担保財産の権利者に通知する場合に作成する。 第 68条の 88の2第 1項の規定により納税の猶予を許可する場合に、保証人及び担保財

産の権利者に通知する場合に作成する。

項番 該当条項

1 租税特別措置法第 40条の 3の4第 1項

2 
租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条の

3の4第 1項準用）

3 租税特別措置法第 66条の4の2第 1項

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措罹法第 66条の4
4 

の2第 1項準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の4の
5 

2第 1項準用）

6 租税特別措置法第 68条の 88の2第 1項

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68条の
7 

88の2第 1項準用）

2 調理要領 2 調理要領

(1) 各欄の記載要領は、「納税の猶予許可決議書（相互協議）」に準ずる。 （新設）

盆 「送付先」欄正は、徴収システムの「猶予決議（相互協議）」画面で選択した保証 山 「送付先」瀾は、保証人の氏名（名称）及び住所（所在地）を表示する。

人の氏名（名称）及び住所（所在地）を表示する。

凶 （省略） 盆 （同左）
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-026 納税の猶予不許可決謙書（相互協議） 307010-026 納税の猶予不許可決議書（相互協議）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-027 納税の猶予不許可決議書（相互協議） （副本） 307010-027 納税の猶予不許可決議書（相互協議） （副本）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表

【調理要領】

改正後

307010-026 納税の猶予不許可決議書（相互協議）

307010-027 納税の猶予不許可決議書（相互協議） （副本）

307010-028 納税の猶予不許可通知書（相互協議）

「納税の猶予不許可決議書（相互協議）」

1 （省略）

2 調理要領

(1) この帳栗は、徴収システムの「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面から作

成する。

盟 （省略）

凶 「不許可理由」欄は、「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面で入力した理由

を表示する。

例：租税特別措置法第 66条の 4の2に該当する事実がないため。

なお、入力した不許可理由が印字可能範囲を超過した場合は、「処分理由（別紙）」

が作成される。

（削除）

（削除）

「納税の猶予不許可通知書（相互協議）」

1 目 的

「納税の猶予不許可通知書（相互協議）」は、納税の猶予申請を不許可とした場合に、

【調理要領】

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-026 納税の猶予不許可決議書（相互協議）

307010-027 納税の猶予不許可決議書（相互協議） （副本）

307010-028 納税の猶予不許可通知書（相互協議）

「納税の猶予不許可決議書（相互協議）」

1 （同左）

2 調理要領

（新設）

山 （同左）

盆 「不許可理由」欄は、「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面で入力した理由

を表示する。

例：租税特別措置法第 66条の 4の2に該当する事実がないため。

(3) この帳票は、「猶予決議（別紙猶予税額）」を添付する。

(4) 処分理由附記については、以下のとおり定型文言を記載する。

年 月 日付で納税の猶予の申請があったあなた（貴社）の国税に

ついては、下記の理山により許可できません。租税特別措置法第 66条の 4の

2第4項租税特別措置法第 68条の 88の2第4項の規定により通知します。

また、併せて別紙を添付して記載する。

「納税の猶予不許可通知書（相互協議）」

1 目的

「納税の猶予不許可通知書（相互協議）」は、上記により納税の猶予申請を不許可と
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

下の表に掲げる規定によりその旨を納税者に通知するために使用する。 した場合に、租特法第 66条の4の2第4項又は同法第 68条の 88の2第4項の規定に

よりその旨を納税者に通知するために使用する。

項番 該当条項 （新設）

1 租税特別措置法第40条の 3の4第4項

租税特別措置法第41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第40条
2 

の3の4第4項準用）

3 租税特別措置法第 66条の4の2第4項

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措麗法第 66条の
4 

4の2第4項準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の4
5 

の2第4項準用）

6 租税特別措置法第 68条の 88の2第4項

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68
7 

条の 88の2第4項準用）

2 調理要領 2 調理要領

(1) （省略） (1) （同左）

(2) 柱書には、以下のとおり定型文言を表示する。 （新設）

なお、通知条項部分は空欄となるため、該当条項を手補正により追記する。

凶 （省略） 盆 （同左）
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別紙

新旧対照表

改正後

307010-029 納税の猶予不許可通知決謙書（相互協議・保証人等用）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-029 納税の猶予不許可通知決議書（相互協議・保証人等用）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-030 納税の猶予不許可通知書（相互協議・保証人等用） 307010-030 納税の猶予不許可通知書（相互協議・保証人等用）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表

改正後

307010-029 納税の猶予不許可通知決議書（相互協議・保証人等用）

307010-030 納税の猶予不許可通知書（相互協議・保証人等用）

【調理要領】

1 目 的

（省略）

2 調理要領

(1) 各欄の記載要額は、「納税の猶予不許可決議書（相互協議）」及び「納税の猶予不許

可通知書（相互協議）」に準ずる。

盆 （省略）

凶 （省略）

止 「不許可理由」欄は、「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面で入力した理由

を表示する。

例：租税特別措置法 66条の 4の2に該当する事実がないため。

なお、入力した不許可理由が印字可能範囲を超過した場合は、「処分理由（別紙）」

が作成される。

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-029 納税の猶予不許可通知決議書（相互協議・保証人等用）

307010-030 納税の猶予不許可通知書（相互協議・保証人等用）

【謂理要領】

1 目的

（同左）

2 調理要領

（新設）

山 （同左）

盆 （同左）

凶 「不許可理由」欄は、「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面で入力した理由

を表示する。

例：租税特別措置法66条の 4の2に該当する事実がないため。
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-036 納税の猶予取消決議書（相互協議） 307010-036 納税の猶予取消決議書（相互協議）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ9 lj 

307010-037 納税の猶予取消決議書（相互協議） （副本） 307010-037 納税の猶予取消決議書（相互協議） （副本）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-038 納税の猶予取消通知書（相互協議） 307010-038 納税の猶予取消通知書（相互協議）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

307010-036 納税の猶予取消決議書（相互協議） 307010-036 納税の猶予取消決議書（相互協議）

307010-037 納税の猶予取消決議書（相互協議） （副本） 307010-037 納税の猶予取消決議書（相互協議） （副本）

307010-038 納税の猶予取消通知書（相互協議） 307010-038 納税の猶予取消通知書（相互協議）

【調理要領】 【調理要領】

「納税の猶予取消決議書（相互協議）」 「納税の猶予取消決議書（相互協議）」

1 目 的 1 目 的

「納税の猶予取消決議壽（相互協議）」は以下に掲げる規定により、納税の猶予申請 「納税の猶予取消決議替（相互協議）」は、租特法第 66条の4の2第5項又は同法第

を取り消す場合に使用する。 68条の 88の2第5項の規定により、納税の猶予申請を取り消す場合に使用する。

墨 該当条項 （新設）

1 租税特別措置法第 40条の 3の4第5項第 1号

2 租税特別措置法第 40条の 3の4第5項第2号

3 租税特別措置法第 40条の 3の4第5項第3号

4 租税特別措置法第 40条の 3の4第5項第4号

5 租税特別措置法第 40条の 3の4第5項第5号

6 租税特別措屑法第 40条の 3の4第5項第6号

租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条の 3の4
7 

第5項第 1号準用）

租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条の 3の4
8 

第5項第 2号準用）

租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条の 3の4， 
第5項第 3号準用）

租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条の 3の4
10 

第5項第4号準用）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条の 3の4
11 

第 5項第 5号準用）

租税特別措置法第 41条の 19の5第 10項（租税特別措置法第 40条の 3の4
12 

第 5項第6号準用）

13 租税特別措置法第 66条の4の2第 5項第 1号

14 租税特別措置法第 66条の4の2第 5項第2号

15 租税特別措置法第 66条の4の2第 5項第3号

16 租税特別措置法第 66条の4の2第 5項第4号

17 租税特別措置法第 66条の4の2第 5項第5号

18 租税特別措置法第 66条の4の2第 5項第6号

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措罹法第 66条の4の2
19 

第5項第 1号準用）

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措罹法第 66条の4の2
20 

第 5項第 2号準用）

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措置法第 66条の4の2
21 

第 5項第 3号準用）

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措置法第 66条の4の2
22 

第 5項第4号準用）

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措置法第 66条の4の2
23 

第 5項第 5号準用）

租税特別措置法第 66条の4の3第 11項（租税特別措置法第 66条の4の2
24 

第 5項第6号準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の4の2第5
25 

項第 1号準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の4の2第5
26 

項第2号準用）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月̀'IJ 

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の 4の2第5
27 

項第 3号準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の 4の2第5
28 

項第4号準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の 4の2第5
29 

項第 5号準用）

租税特別措置法第 67条の 18第 10項（租税特別措置法第 66条の 4の2第5
30 

項第6号準用）

31 租税特別措置法第 68条の 88の2第 5項第 1号

32 租税特別措置法第 68条の 88の2第 5項第2号

33 租税特別措置法第 68条の 88の2第 5項第 3号

34 租税特別措置法第 68条の 88の2第 5項第4号

35 租税特別措置法第 68条の 88の2第 5項第 5号

36 租税特別措置法第 68条の 88の2第 5項第 6号

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68条の 88
37 

の2第 5項第 1号準用）

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68条の 88
38 

の2第 5項第2号準用）

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68条の 88
39 

の2第 5項第 3号準用）

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68条の 88
40 

の2第 5項第4号準用）

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68条の 88
41 

の2第 5項第 5号準用）

租税特別措置法第 68条の 107の2第 10項（租税特別措置法第 68条の 88
42 

の2第 5項第 6号準用）
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月‘lj’ 

2 調理要領 2 調理要領

(1) この帳票は、徴収システムの「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面から作 （新設）

成する。

盆 （省略） 山 （同左）

(3) 「猶予の取消税額」欄は、上記画面で入力した国税を表示する。 （新設）

(4) 「該当条項」欄は、上記画面の「該当条項」欄で選択した条項に応じて定型文言を （新設）

表示する。

なお、当該画面において「上記以外」を選択した場合は、定型文言の条項部分を「別

紙該当条項」と表示するため、徴収システムの様式ファイルダウンロードから『別紙

「該当条項」』をダウンロードの上調理し、決議書に添付する。

且 「取消理由」欄は、上起画面で入力した理由を表示する。 盆 「取消理由」欄は、徴収システムにおける「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」

画面で入力した理由を表示する。

例：相互協議の申立てが取り下げられたため 例：相互協議の申立てが取り下げられたため。

なお、入力した取消理由が印字可能範囲を超過した場合は、「処分理由（別紙）」が

作成される。

（削除） (3) この帳票は、「猶予決議（別紙猶予税額）」を添付する。

(4) 以下のとおり定型文言が表示されるため、納税の猶予を許可した日付を記載する。

年 月 日付で納税の猶予を許可しましたあなた（貴社）の国税につ

いては、下記のとおり納税の猶予を取り消しましたから直ちに納付してください。

租税特別措置法第66条の 4の2第 5項租税特別措置法第68条の 88の2第 5

項の規定により通知します。

「納税の猶予取消通知書（相互協議）」 「納税の猶予取消通知書（相互協議）」

1 目 的 1 目 的

「納税の猶予取消通知書（相互協議）」は、上記により納税の1酋予を取り消した場合 「納税の猶予取消通知吾（相互協議）」は、上記により納税の猶予を取り消した場合

に、租特法第 40条の 3の4第 5項、同法第 66条の 4の2第 5項又は同法第 68条の 88 に、租特法第 66条の 4の2第 5項又は同法第 68条の 88の2第 5項の規定によりその

の2第 5項の規定によりその旨を納税者に通知する場合に作成する。 旨を納税者に通知する場合に作成する。
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月‘lj’ 

2 調理要領 2 調理要領

(1) （省略） (1) （同左）

(2) 柱壽には、徴収システムの「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面の「該当 （新設）

条項」欄で選択した条項に応じて、以下のとおり定型文言を表示する。

平成●●年●●月●●日付で納税の猶予を許可しましたあなた（貴社）の国税

については、下記のとおり納税の猶予を取り消しましたから直ちに納付してくだ

さい。

（通知条項※）の規定により通知します。

※ 「（通知条項）」には、「猶予決議・猶予取消決議（相互協議）」画面の「該当条

項」欄で選択した条項に応じた通知条項を表示し、同画面で「上記以外」を選択

した場合は「別紙該当条項」と表示する。

「上記以外」を選択した場合の調理については上記「納税の猶予許可決議薯（相

互協議）」に準ずる。

立 （省略） 盆 （同左）
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-039 納税の猶予取消通知決謙書（相互協議・保証人用） 307010-039 納税の猶予取消通知決議書（相互協議・保証人用）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表
改正部分はアンダーラインの箇所である。

改 正 後 改 正 月ヽ9 lj 

307010-040 納税の猶予取消通知書（相互協議・保証人用） 307010-040 納税の猶予取消通知書（相互協議・保証人用）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-057 納税の猶予額変更決議書（相互協議用） 307010-057 納税の猶予額変更決議書（相互協議用）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-058 納税の猶予額変更決謙書（相互協議用・副本） 307010-058 納税の猶予額変更決議書（相互協議用・副本）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表

【調理要領】

1 （省略）

2 調理要領

(1) （省略）

改正後

307010-057 納税の猶予額変更決議書（相互協議）

307010-058 納税の猶予額変更決議書（相互協議） （副本）

307010-059 納税の猶予額変更通知書（相互協議）

(2) 「猶予期限が到来することとなる税額」欄は、納税の猶予をしている所得税又は法

人税の額（納税の猶予額変更決議書の作成時における金額をいう。以下同じ。）から

上記「移転価格課税に係る納税の猶予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度

額」欄の金額を差し引いた金額（ただし、両金額が同額である場合及び納税の猶予

をしている所得税又は法人税の額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額であ

る場合は「 O」)を記載する。

(3) 「引き続き納税の猶予がされる税額」欄には、上記「移転価格課税に係る納税の猶

予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度額」欄の金額（ただし、納税の猶予

をしている所得税又は法人税の額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額である

ときは当該納税の猶予をしている所得税又は法人税の額）を記載する。

(4) （省略）

【調理要領】

1 （同左）

2 調理要領

(1) （同左）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-057 納税の猶予額変更決議書（相互協議）

307010-058 納税の猶予額変更決議書（相互協議） （副本）

307010-059 納税の猶予額変更通知書（相互協議）

(2) 「猶予期限が到来することとなる税額」襴は、納税の猶予をしている法人税の額（納

税の猶予額変更決鏃書の作成時における金額をいう。以下同じ。）から上記「移転価

格課税に係る納税の猶予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度額」欄の金額

を差し引いた金額（ただし、両金額が同額である場合及び納税の猶予をしている法

人税の額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額である場合は「 O」）を記載す

る。

(3) 「引き続き納税の猶予がされる税額」欄には、上記「移転価格課税に係る納税の猶

予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度額」欄の金額（ただし、納税の猶予

をしている法人税の額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額であるときは当該

納税の猶予をしている法人税の額）を記載する。

(4) （同左）
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-060 納税の猶予額変更通知決謙書（相互協議・保証人用） 307010-060 納税の猶予額変更通知決議書（相互協議・保証人用）

【様式】 【様式】
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別 紙

新 旧 対 照 表

改 正 後 改 正

改正部分はアンダーラインの箇所である。

前

307010-061 納税の猶予額変更通知書（相互協議・保証人用） 307010-061 納税の猶予額変更通知書（相互協議・保証人用）

【様式】 【様式】
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別紙

新旧対照表

改正後

307010-060 納税の猶予額変更通知決議書（相互協議・保証人等用）

307010-061 納税の猶予額変更通知書（相互協議・保証人等用）

【調理要領】

1 （省略）

2 調理要領

(1) （省略）

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

307010-060 納税の猶予額変更通知決議書（相互協議・保証人等用）

307010-061 納税の猶予額変更通知書（相互協議・保証人等用）

【謂理要領】

1 （同左）

2 調理要領

(1) （同左）

(2) 「猶予期限が到来することとなる税額」欄は、納税の猶予をしている所得税又は法 (2) 「猶予期限が到来することとなる税額」欄は、納税の猶予をしている法人税の額（納

人税の額（納税の猶予額変更決議書の作成時における金額をいう。以下同じ。）から 税の猶予額変更決議書の作成時における金額をいう。以下同じ。）から上記「移転価格

上記「移転価格課税に係る納税の猶予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度

額」欄の金額を差し引いた金額（ただし、両金額が同額である場合及び納税の猶予

をしている所得税又は法人税の額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額であ

る場合は「 O」）を記載する。

課税に係る納税の猶予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度額」欄の金額を差

し引いた金額（ただし、両金額が同額である場合及び納税の猶予をしている法人税の

額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額である場合は「 O」）を記載する。

(3) 「引き続き納税の猶予がされる税額」欄には、上記「移転価格課税に係る納税の猶 I(3) 「引き続き納税の猶予がされる税額」欄には、上記「移転価格課税に係る納税の猶

予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度額」欄の金額（ただし、納税の猶予

をしている所得税又は法人税の額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額である

ときは当該納税の猶予をしている所得税又は法人税の額）を記載する。
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予限度額について（通知）」の「納税の猶予限度額」欄の金額（ただし、納税の猶予を

している法人税の額が当該「納税の猶予限度額」よりも少ない額であるときは当該納

税の猶予をしている法人税の額）を記載する。
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別紙

新旧対照表

改正後

311000-013 第二次納税義務額の消滅通知書

【調理要領】

1 • 2 （省略）

く参考＞

• 平成 29年 3月3日付徴徴6-9ほか 1課共同「第二次納税義務関係事務提要の

制定について」（事務運営指針）の別冊の第 1編第2章第 1節 39参照

改正部分はアンダーラインの箇所である。

改正前

311000-013 第二次納税義務額の消滅通知書

【謂理要領】

1 • 2 （同左）

く参考＞

• 昭和 52年 6月 7日付徴徴2-9ほか6課共同「第二次納税義務関係事務提要の

制定について」（法令解釈通達）の別冊の第 1編第2章第 1節 42参照
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